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第１章  火山災害予防計画 
 

第１節 火山の概況 
 

第１ 秋田駒ヶ岳（１,６３７.４ｍ 北緯３９度４５分４０秒 東経１４０度４７分５８

秒） 

秋田駒ヶ岳は、秋田県仙北市と岩手県岩手郡雫石町の境界にあり、十和田八幡平国立公園の最南

端を占める火山である。秋田・岩手県にまたがる笹森山(１,４１４ｍ)、湯森山(１,４７１.１

ｍ)、笊森山(１,５４１ｍ)、乳頭山(１,４７７.５ｍ)、と続くピークの一つである。 

 地質は玄武岩～安山岩（ＳｉＯ２ ４９～７１％）からなる二重式成層火山で、近年、噴火活動を

繰り返している火山であることから、火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要な火山とし

ている。 

 秋田駒ヶ岳は、片倉山・男女岳(１,６３７.４ｍ)、男岳(１,６２３ｍ)、女岳(約１,５１３ｍ)、

横岳(約１,５８２.７ｍ)、などの火山体によって構成される。 

これらの間に長径約３ｋｍ、短径１.５ｋｍの楕円形のカルデラがあり、その中に女岳・横岳・オ

ツボ池の中央火口丘がある。この北方に男女岳や男岳があるが、前者は片倉岳の上方に形成された

もので最高峰である。この山頂にはすり鉢型の浅い火口があり、底部には火口原がみられる。溶岩

の状態から見て片倉岳の上に噴出した小さな成層火山とみられる。この溶岩は、流下して末端は台

地状になって男岳の尾根続きのピークとの間に湿原を形成し、その凹地にできたものがアミダ池で

ある。 

男岳は、浸蝕が進み特に頂上付近や尾根は、その傾向が著しく見られるが、このため地質構造が

わかり溶岩流と火山砕屑物が互層をなしているのが認められる。そしてこの互層の中心を火山岩の

岩脈が貫いているのもよくわかる。 

カルデラ内の中央火口丘のうち最大のものは女岳で頂上付近に数個の小火口跡があり、すり鉢状

を示している。最近の火山活動（１９７０年）で噴出した溶岩は数百ｍにもわたり流下した。 

東方の横岳は、浅いすり鉢状の火口を持ち、中央火口丘の中では最も新しいものと見なされてい

る。 

オツボ池はカルデラの南西端に噴出した噴気丘の頂上の凹地に出来た池で、古い中央火口丘と見ら

れているが、堆積物によって浅くなっている。 

＜最近１万年間の活動＞ 

約１.１万～１.３万年前に、山頂付近から規模の大きなプリニー式噴火や火砕流（小岩井軽

石、生保内火砕流）の噴出、さらに水蒸気プリニー式噴火（柳沢軽石）が発生し、南北２つのカル

デラが形成された。その後、カルデラ内で後カルデラ活動が起こり、プリニー式噴火やブルカノ式
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噴火によって大量の火砕物を噴出し、女岳や小岳などの火砕丘が形成された。カルデラ形成後の活

動は約１００００～７０００年前と、約４０００～１０００年前に集中している（和知ほか：１９

９７）。
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＜有史以後の火山活動の記録＞ 
 

９１５年以前 噴火：噴火場所は小岳で火砕物降下。 

マグマ噴出量は０.０１ＤＲＥｋｍ３。 

１８９０～１８９１（明治２３～

２４）年 

噴火：１２月～翌年１月。火砕物降下、鳴動、噴石。 

１９３２（昭和７）年７月２１～

２６日 

噴火：火砕物降下。噴火場所は女岳南西。新火口、新噴石丘

生成。泥流、降灰。樹木の枯死。有毒ガスの発生。 

１９３３（昭和８）年 ３月下旬鳴動、女岳白煙、国見温泉急騰 

１９４２（昭和１７）年１０月１

８～２５日 

地震群発 

１９６２（昭和３７）年１２月１

０～１４日 

地鳴りを伴う地震群発（最大震度４程度） 

１９７０～１９７１（昭和４５～

４６）年 

噴火：１９７０年８月末頃、女岳山頂付近に噴気孔生成。 

９月１５日、更に新たな噴気孔が出現し ９月１８日より噴

火。以後頻繁に爆発(ストロンボリ式噴火)。溶岩流出。 

噴出物総量１.４×１０６ｍ３。１９７１年１月２６日まで続

く。 

１９７２（昭和４７）年１０月 カルデラ壁および女岳で噴気活動活発化。噴気地帯新生・拡

大。 

１９７５（昭和５０）年２月 噴気：女岳の北側山腹で噴気活動活発 

１９７６（昭和５１）年７月 噴気：女岳山頂及びその付近で地中温度が１年前に比べて 

やや上昇。噴気活動も多少活発化。 

１９８８（昭和６３）年６月１９

～２２日 

南西山麗（生保内付近）で地震群発、最大Ｍ３.９（盛岡震度

１） 

１９８９（平成元）年 １１月～１

９９０（平成 ２）年４月 

南東山麓で地震群発 。 

２００３（平成１５）年５、６月 山頂部ならびに北西山腹で低周波地震を含む地震群発。 

２００５（平成１７） 年頃～ 女岳で地熱活動活発化。地温上昇、噴気地拡大、熱消磁。 

２０１１（平成２３）年 ３ 月 東北地方太平洋沖地震（２０１１年３月１１日）以降、山頂

付近から北側約５ｋｍ以内の範囲で地震活動が活発化。３月

２１日０４時４８分 Ｍ２.６（震度１）。 

２０１６（平成２８）年３月１２

～１４日 

山頂の北北東や山頂付近で地震がやや増加。 

２０１７（平成２９）年９月１４

日

男女岳の北西で一時的に地震増加。 

２０１８（平成３０）年２～８月 カルデラ付近で低周波地震が発生。４月３日には振幅の小さ

な火山性微動が発生。 

２０２０（令和２）年２～６月 山頂付近で振幅の小さな低周波地震が発生。 

２０２４（令和５）年１１月 山体北側で地震群発 
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※このうち、１９３２年と１９７０～７１年の噴火についての記録（秋田県災害年表（１９８

２）の記載を一部改変）を併記する。 

① 昭和７年７月２１日から生保内村の秋田駒ヶ岳の女岳の南約１.５ｋｍにある俗称石ボラが 

突如活動を開始し、爆発と同時に頂上付近に１０か所の新噴火口が生じた。 

爆発したのは２１日、２３日、２５日、２６日にかけてで、その爆音と地震のようなもの

が遠く大曲町でも感じられた。噴火口の周囲は泥流に覆われ、表面は青く、底は赤く、その

厚さは６ｍもあった。 

また、岩石の落下範囲は半径２００ｍ位で、その中には直径２ｍぐらいの岩もあった。 

噴火の被害は爆裂区域が３０町歩、泥土の氾濫１５０町歩、火山灰の堆積２００町歩で、

草は枯れ、鳥やヘビの死骸が多数見られた。噴火口の一つは８月に入っても間欠的に多量の

ガスを噴出した。 

② 昭和４５年９月１８日に秋田駒ヶ岳が昭和７年の爆発以来３８年ぶりに噴火活動を始め 

た。 

噴火した地点は秋田駒ヶ岳の男岳（１，６３２ｍ）の南約５００ｍ、女岳の頂上から西に

４０～５０ｍの旧火口の中央付近で１日３００回から５００回位の爆発を１１月頃まで繰り

返し、その後次第に衰え、翌年１月２６日以降活動を停止した。 

噴火はストロンボリ式で噴煙噴石は高い時には５００ｍ位の高さまで上がり、溶岩は火口

から４００ｍにわたって流出し、火山灰は玄武岩のような黒色の細かい粒状のものが火口か

ら約１ｋｍの範囲まで降灰した。噴石は大きいものは半身大から人身大のものが山頂や中腹

の一部を覆い付近の植物を焼失させた。 
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第２ 秋田焼山（１，３６６ｍ 北緯３９度５７分５０秒 東経１４０度４５分２５秒） 

 直径約７ｋｍ、比高約７００ｍ、緩傾斜（１５°以下）の山体からなる小型の成層火山。近年、

噴火活動を繰り返している火山であることから、火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要

な火山としている。 

主に安山岩（ＳｉＯ２ ５８％）の主山体頂部に直径６００ｍの山頂火口（外輪山）があり、焼

山山頂はその南西縁。２個のデイサイトの溶岩円頂丘が火口底の中央火口丘鬼ヶ城（ＳｉＯ２ ７

１％）と火口南東縁にある。 

主山体東側に側火山栂森があり、その中央火口丘国見台から東に溶岩が流出している。主山体南

側にも側火山黒石森がある。 

焼山山頂付近は硫気変質が著しく山頂火口や山麓に多くの温泉がある。西麓の玉川温泉は強酸性

で、北投石（鉛を含む重晶石）の沈澱が有名。火山ガスによる登山者の事故も起きている。有史以

後の噴火は鬼ヶ城や北面の爆裂火口、空沼からの泥流流出などがある。別名、熊沢山、硫黄山。 

＜最近１万年間の活動＞ 

山頂部で栂森西溶岩円頂丘が形成された（大場：１９９１）。その後山頂部を中心として水蒸

気噴火が少なくとも３回（１４～１５、１５～１７、１７世紀以降）発生している(伊藤：１９９

８)。これ以外に堆積物としては保存されていない、ごく小規模な水蒸気噴火が歴史時代において

も何回も発生していると思われるが、詳細は不明。 
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＜有史以後の火山活動の記録＞ 
 

８０７（大同 ２) 年 噴火？ 

１３１０～１４６０年 水蒸気噴火：火砕物降下。 

１６７８（延宝 ６) 年２月２１

日 

水蒸気噴火（中規模）：火砕物降下。噴火場所は空沼(＝鬼

ヶ城)火口。(ＶＥＩ２) 

１８６７（慶応 ３） 水蒸気噴火？ 

１８８７（明治２０) 年 水蒸気噴火？：噴火場所は空沼(涸沼)火口。 

１８９０（明治２３）年９月２３

日 

水蒸気噴火？：火砕物降下。降灰？ 

１９２９（昭和 ４）年９月 水蒸気噴火？：火砕物降下。降灰？ 

１９４８（昭和２３）年 水蒸気噴火：火砕物降下。泥粒が５～７ｋｍ飛散。 

１９４９（昭和２４）年 

８月３０日～９月１日 

水蒸気噴火：火砕物降下、泥流。噴火場所は空沼(＝涸沼)火

口。 

空沼（旧火口）の４か所で噴火があり、厚さ０.８ｍ、 

長さ２００ｍ程度の泥流を流出。 

１９５１（昭和２６）年２月頃 水蒸気噴火？：火砕物降下。噴火場所は空沼(涸沼)火口。 

泥飛散。 

１９５７（昭和３２）年 水蒸気噴火：泥流 

１９８６（昭和６１）年 叫沢で、火山ガス(Ｈ２Ｓ）により１名死亡。 

１９９７（平成 ９）年５月１１

日 

          

岩屑なだれ、地すべり堆積物、土石流、火砕物降下。噴火場

所は東山麓澄川温泉付近。北東山腹の澄川温泉で地すべりに

伴い水蒸気噴火。 

１９９７（平成 ９）年８月１６

日 

水蒸気噴火：火砕物降下、泥流。噴火場所は空沼火口。火山

性微動の発生とともに空沼火口で水蒸気噴火。 

２０１１（平成２３）年３月～４

月 

東北地方太平洋沖地震（２０１１年３月１１日）以降、山頂

の南南西約１０ｋｍで地震活動が活発化。 
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第３ 八幡平（１，６１３ｍ 北緯３９度５７分２８秒 東経１４０度５１分１５秒） 

八幡平は、主に安山岩の成層火山群で、頂部は高原状。火口湖・八幡沼などの小湖沼に富み、山麓

には噴気孔・温泉・泥火山が多く、硫黄の採掘（松尾鉱山）が行われたことがある。 

＜最近１万年間の活動＞ 

 山頂部の泥炭中には八幡平火山起源の降下火山灰が少なくとも３枚存在し、このうち過去 

１万年以降に噴出したと考えられるのは上位２枚である（和知・他，２００２）。噴出年代は、そ 

れぞれ約７３００年前と９８００～１００００年前である。 

 
＜有史以後の火山活動の記録＞ 

１９７３(昭和 ４８)年 １０月中～下旬。大沼温泉、大深温泉、蒸の湯、後生掛温 

泉などで数回にわたり地鳴りを伴う有感地震。旧泥火山と湯

沼跡で泥噴が活発化。大沼温泉付近の噴気孔が広がる。 

１９９６(平成 ８)年 １２月２１～２２日、山頂から南方約６ｋｍで小規模な群発

地震活動。１２月３１日、山頂から南方約３ｋｍで小規模な

地震活動。 
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第２節 被害想定 
 

第１ 被害想定 

秋田駒ヶ岳について、気象庁では、男女岳がある「北部カルデラ」とその南側に接して女岳等が

ある「南部カルデラ」の２つのカルデラのいずれかからの噴火を想定している。 

（噴火警戒レベルについては「第２章 火山災害予防計画 第４節  防災情報の収集、伝達計画」参照） 

２００３（平成１５）年に国土交通省などが作成した「秋田駒ヶ岳火山防災マップ」に示された

とおり、最大規模の噴火が発生したと仮定した場合、乳頭温泉郷、田沢湖高原・水沢温泉郷、高

野・小先達・先達・造道・上中生保内・下中生保内・石神・春山の各集落に火砕流、火砕サージ、

融雪型火山泥流のいずれかの影響を受けるほか、岩手県側の国見温泉や雫石町橋場集落等も融雪型

火山泥流の影響を受けるものとされている。 

なお噴石については、居住区域に被害を与える可能性は低いものと思われるほか、降灰の影響範

囲も年間でもっとも多い風向の場合は、そのほとんどが東の岩手県側に及ぶものと予想されてい

る。 

気象庁は、秋田焼山についても「噴火警戒レベル」を２０１３年（平成２５年）に導入するとと

もに、秋田県が作成した「秋田焼山火山防災マップ」によれば、秋田焼山については、熱せられた

地下水等が水蒸気となって爆発し、火山ガスが噴石や火山灰とともに噴き出す「水蒸気噴火」の可

能性が高いとされている。また可能性は低いが、積雪時に溶岩流や火砕流を伴った噴火をした場合

に融雪型火山泥流の発生も指摘されている。 

山頂から東に鹿角市の後生掛温泉、西に玉川温泉・新玉川温泉等の温泉が半径約３ｋｍの距離に

あり、噴火時の影響を受ける可能性が高いと予想される。 

＜影響を受ける地域の世帯数・居住人口＞              ※令和６年（市民生活課調べ） 
 

山 別 区 分 行 政 区 世 帯 数 人 口 

 
 
 
 
 
秋田駒ヶ岳 

（火山からの距離 

４～９ｋｍ）

高 原 ６１世帯 ８９名 

高 野 １０６世帯 ２２２名 

造 道 ５９世帯 １２２名 

石 神 ６１世帯 １６１名 

上中生保内 ６１世帯 １５２名 

下中生保内 ９１世帯 １８２名 

先 達 ４７世帯 ９９名 

春 山 ２６世帯 ４６名 

秋田焼山 

（ 〃 ３ｋｍ） 

玉 川 
１世帯 １名 
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＜影響を受ける地域の年間入込客数等＞ ※令和５年実績（観光課調べ） 
 

 区 分 乳頭・田沢湖高原・水沢地区 八幡平・玉川地区 

入 込 客 数 ５８６，４０２ ２６９，６１５ 

宿 泊 者 数 ２３０，３９２ １１５，７８７ 

入 

込 

推

計 

登 山 ３３，５７９  
 

スキー ８９，８６２  
 

アルパこまくさ ４１，２６１  
 

キャンプ場 ２，１０２  
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第３節 火山災害現象の解説 
 

第１ 火山現象用語 
 

火山現象 平常時から噴火時まで火山活動に起因して火山で発生するすべての現象 

をいう。 

噴火活動 火山の火口からマグマなどの噴出物を放出または流出する現象に関連し 

て、異常現象の発生から終息にいたるまでの期間の火山における活動をい 

う。 

火砕物 

（火山砕屑物）
火口から放出される固形、あるいは半固形の岩石の破片の総称。 

直径６４ｍｍ以上は火山岩塊、６４～２ｍｍは火山礫、２ｍｍ未満は火山

灰に分類される。また、多孔質で直径２ｍｍ以上のものについて、白色のも

のを軽石、暗色のものをスコリアという。 

火砕流 広義には種々の火砕物が一団となって高速で地表を流下する現象であ

り、狭義には高温の火砕物と火山ガス･空気が一団となって急速に流下する

現象のこと。堆積物は一般に細粒物質が多く分級（淘汰）の悪いことが特

徴。 

火砕サージ 火山斜面に沿う高速の流れで、火山礫や火山灰を主体とする。 

火砕流に比べて流れの見掛けの密度がはるかに小さく、砂嵐のような現象 

である。 

しかし、構造物を破壊するほどの威力があり、高温の場合は、火災を引き 

起こすこともある。 

溶岩流 溶岩流は、火口から噴出した溶岩が粘性の高い流体として山腹斜面を流

下する現象である。溶岩流は流下経路上の農地、林地、住宅地等を完全に

埋没、焼失させる。 

我が国の火山は安山岩質マグマを噴出する火山が多いため、溶岩流の粘

性は比較的高く、時間をかけて流下することから、歩行による避難が可能

な場合もある。 

過去には、大きな人的被害は発生していないが、複数の火口から同時に

溶岩流が噴出する場合には逃げ道を失うおそれもあり、警戒が必要な火山

現象の一つである。 
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火山ガス 地表に噴出されるマグマ中の揮発成分のことで、噴火口・噴気孔・温泉 

湧出孔などから定常的に噴出されている。 

成分は、大部分が水蒸気であり、二酸化硫黄、硫化水素、二酸化炭素 

等を含んでいる。 

火山性地震 火山体又は火山付近の比較的浅いところを震源とし、マグマや火山ガス 

が移動又は体積が変化したために地殻が破壊されて発生する地震。 

火山性微動 火山活動に関連して発生する連続した震動。 

マグマやガス・熱水など地下での流体の移動等が原因として考えられて

おり、噴火活動期に観測されることがあるため極めて重要視されている。 

なお、火山灰などの噴出活動に連動して発生することもある。 

火山灰 火砕物の一種で、直径が２ｍｍ未満のもの。 

カルデラ 火山地域に見られる大きな円形またはそれに近い形の火山性凹地のこ

と。 

一般に、直径２ｋｍを越えるものをカルデラと呼び、直径２ｋｍ未満を

火口とする。カルデラの多くは、大量の火山砕屑物の噴出によって火口下

に空洞が生じ、陥没を引き起こして形成されたと考えられている。カルデ

ラ周辺には火山砕屑物（火砕流堆積物）の大地を形成しているものが多

い。 

降下火砕物 火口から高く噴き上げられ、降下した火砕物のこと。 

火砕物は上層風に流されて火口の周辺や風下側に降下し、人々の生活や 

経済活動に大きな打撃を与える。 

融雪型火山 

泥流 
火山から噴出した高温の噴出物（火砕流等）が周囲の積雪などを溶かし

噴出物と山腹の堆積物を大量に取り込み流下する大規模な泥流のこと。 

降雨型泥流 

（土石流） 

火山やその周辺で、火山帯を構成する火砕物や新しい火山灰が降雨等の 

気象現象によって流出し、発生する泥流のこと。 

土石流と比較して、泥流の方が含まれる岩塊の大きさは小さい。 

水蒸気噴火 地下に蓄えられているマグマから伝わってきた熱が、火山体内部に滞留 

する地下水を加熱し、気化させることにより新たに火口を作って水蒸気と 

火山灰等を放出する爆発的な噴火活動。火山灰にはマグマ本体の物質は含 

まれない。 
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ストロンボリ 

式噴火 

比較的短い間隔で、周期的に火口からマグマの破片や火山弾などを放出 

する噴火の形式。流動性の大きい玄武岩質マグマの活動に伴うことが多

い。 

プリニー式 

噴火 
大量の軽石や火山灰が火山ガスとともに垂直に噴き上げられる大規模な 

噴火で、高度１０ｋｍ以上に達する墳煙柱が特徴的である。 

ブルカノ式 

噴火 

固結した溶岩によって塞がれていた火口が、マグマから分離したガスの 

圧力によって開かれ、火山弾・火山岩塊・火山灰などを爆発的に放出する 

形式の噴火。安山岩質マグマのように、中程度の粘性をもつマグマの活動 

が特徴的である。 

噴石 噴火によって高速で噴出した岩塊のこと。なお、気象庁の防災情報で 

は、火山礫と火山岩塊を合わせて噴石と呼んでいる。 

溶岩円頂丘 

（溶岩ドーム）
粘性の大きな溶岩が広く拡がらず、噴出口の上にもり上がったドーム状 

の火山体をいう。 
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第４節 防災知識の普及計画 

（企画政策課・観光課・商工課・教育委員会） 

第１ 計画の方針（火山災害に強いまちづくり） 

田沢湖生保内地区に位置する秋田駒ヶ岳及び田沢湖玉川地区に位置する秋田焼山の山麓は、火山 

災害の影響を受ける区域であると同時に市民の生活の場であり、全国から多くの人が訪れる県内屈 

指の観光資源を有する地域である。また、県南と県北を結ぶ国道３４１号や岩手県雫石町へと通ず 

る国道４６号、さらにはＪＲ田沢湖線などが走る交通の要衝である。 

このため市は、火山活動に起因するあらゆる災害を予防するため、火山防災に関する諸施設の整 

備等を関係機関と連携しつつ計画的に進めるとともに、火山災害に関する情報を収集・伝達し、被 

害を最小限に食い止めるため避難が速やかに行える環境を整える。 

このほか、市及び防災関係機関は、防災週間、火山防災の日、防災関連行事等を通じ、平時か

ら市民に火山に関する基礎知識や火山防災に関する知識の普及啓発を図るものとする。 

さらに、仙北市、指定地方行政機関、指定公共機関等災害予防責任者は、職員に対し防災教育を 

実施するなど火山災害に強いまちづくりを推進するものとする。 
 

 

第２ 火山災害における被災者の知識 

被災者にとって最も重要な知識は、自らが被災者となった場合の避難生活及び生活支援に関する 

ことである。特に火山災害時においては、その終息時期を予測・確定することが困難であり,避難

生活が長期化することが十分予想されるため、市は、集落別の自主防災組織等と連携し、定期的に

避難生活及び生活支援に関する講習会等を開催し、知識の付与に努めるものとする。 

１ 要配慮者 

要配慮者（災害対策基本法第８条第２項第１５号に規定する「要配慮者」をいう。以下同

じ。）には高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、外国人等様々な方がいるため市の職員は要配慮

者個々の事情や状態に合わせた支援の必要性を理解して対応することが重要である。また、被災

者自身についても、同じ被災者の中にも要配慮者に対する配慮、相互理解が必要である旨を併せ

て説明し、知識として付与することに留意する。 

特に高齢者は、災害時に適切な避難行動をとれるよう、日頃より一人ひとりが地域と連携し

て、災害リスクや避難場所、避難のタイミングへの理解を深めることが必要である。このため、

市及び県は、防災・減災への取組を実施する防災部門と、高齢者の生活支援を核となり実施して

いる包括支援センターやケアマネジャーなどの福祉部門との連携により、高齢者に対し、適切な

避難行動に関する理解の促進を図るものとする。 

２ 避難者へのプライバシー 

市として防災にかかわる被災者のプライバシー保護については、主に避難所生活の中で生じる
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と考えられるが、施設内の区割り（世帯ごと）や個別面談室などを設けて、その保護に留意する

とともに、市には個人情報に関する守秘義務がある旨を市民に説明し、知識として付与すること

が必要である。 

３ 女性の視点を踏まえた支援 

男女の特質の違いを考慮した支援は不可欠であり、女性の特質を考慮した内容を市の各種計画

に盛り込むとともに、これらを市民への知識として普及させるための啓発活動を進めることに留

意する。 

 
第３ 職員に対する火山防災教育 

市の職員は、災害発生時に計画実行上の主体となって活動しなければならないことから、火山災 

害に関する豊富な知識と適切な判断が要求されるため一層の資質向上に努める。 

１ 教育の方法 

（１）講習会、研修会等の実施 

（２）視察、現地調査等の実施 

（３）防災活動の手引等印刷物の配布 

（４）防災訓練の実施 

２ 教育の内容 

（１）仙北市地域防災計画及びこれに伴う各機関の防災体制と各自の任務分担 

ア 非常参集の方法 

イ 被害調査の方法 

（２）防災関係法令の運用 

（３）火山災害の特徴 

（４）火山災害時の一般知識 

（５）過去の主な被害事例 

（６）防災機材の取扱方法 

 
第４ 一般住民に対する火山防災知識の普及 

１ 現 況 

市には現在「秋田駒ヶ岳防災マップ」、「秋田焼山防災マップ」の２つのハザードマップがあ

り、前者は既に市民に配布済である。 

また、気象庁から平成２１年１０月２７日からは秋田駒ヶ岳、平成２５年７月２５日には秋田

焼山で「噴火警戒レベル」が運用開始、令和５年３月にはそれぞれ改正され、インターネット等

によりリアルタイムで火山活動の状況を含め閲覧できるようになっている。 
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２ 対 策 

（１） 普及の方法 

ア 新聞、広報、インターネット（気象庁・国土交通省ホームページ）等による普及 

イ テレビ、ラジオ、防災行政情報伝達システム等による普及 

ウ 写真、ビデオ、スライド等による普及 

エ 講演会等による普及 

オ 立て看板等による普及 

カ チラシ、パンフレットによる普及 

キ 図画、作文等の募集による普及 

（２） 普及すべき内容 

ア 火山災害に関する知識（火山災害への備え、応急手当等） 

イ 地域固有の防災問題への認識（危険箇所の実態把握） 

ウ 仙北市地域防災計画の概要 

エ 自主防災組織と活動状況（役割分担、活動内容） 

オ 火山噴火時の心得 

（ア）災害情報等の聴取方法 

（イ）連絡方法の確保 

（ウ）避難の方法、場所、時期等の徹底 

（エ）非常食糧、身の回り品の準備及び貴重品の始末 

（オ）火山災害時の態様に応じて取るべき手段方法等 

 

第５ 観光客、観光事業者への防災知識の普及・啓発 

現在、市の乳頭山・秋田駒ヶ岳への入込み者数は、年間で約３５６万人（令和５年）と、多く

の観光客等が訪れている。 

 しかし、これまで火山防災情報については、気象庁のホームページ（平成２７年８月に導入し

た噴火速報など。）や地元の秋田駒ヶ岳火山防災ステーション及び情報センターからの情報発信

はあるものの、 観光客、観光事業者に対する情報提供は、未だ十分とは言えない現状にある。 

（１）田沢湖・角館観光協会等の関係機関と連携して、市民及び観光業者を含む観光客等に対し 

て、火山防災知識の普及・啓発を周知するものとする。 

（２）観光施設、宿泊施設、駅等の公共交通機関、コンビニ、ガソリンスタンド等における火山 

防災マップの提示、観光客用リーフレットやインターネットによる火山情報の提供、秋田駒 

ヶ岳火山防災ステーション・玉川温泉ビジターセンターにおける展示、山岳ガイドによる情 
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報提供等により観光客等に対し啓発活動に努める。 

 

第６ 学校等を通じての防災知識の普及 

火山防災知識の普及については、秋田駒ヶ岳山麓で学ぶ児童・生徒が通う生保内小・中学校に 

おいて学習内容へ計画的に組み入れることが重要となる。一般災害対策編「第２章第１節第４  

学校等を通じての防災知識の普及」に記載された防災対策に火山防災対策を加え、火山に関する 

知識、避難方法等について、学年に応じた内容及び地域の実態等に応じた教育・指導により、そ 

の知識の普及に努めるものとする。 

 

第７ 防災上重要な施設の管理者等の教育 

田沢湖生保内・田沢地区内の防災上重要な施設の管理者等に対する防災教育は、消防法等関係法 

令に基づき、火山災害対策を含めた講習会等を実施して資質の向上に努める。 

（１）査察等を通じての現場指導 

防災上重要な施設については、定期的に査察を実施して、施設の維持管理及び災害発生時 

における対処要領等について指導する。 

（２）講習会、研修会等の実施 

ア 防災管理者に対しては、講習会、研修会、連絡会等を通じて、その職責を自覚させる。 

イ 事業所等の職員に対しては、講習会、訓練等を通じて火山災害発生時における対処能力 

を向上させる。 

指導内容としては、主として事業所等の防災に関する計画、過去の災害事例、施設の構 

造及び緊急時における連絡通報体制とする。 

（３）火山防災に関する指導書、パンフレット等を作成配布する。 
 

 

資料１－９「防災上重要施設一覧表」 

 
第８ 企業における火山防災教育 

企業における火山防災意識の啓発と防災力の向上を図るものとし、企業を地域コミュニティの

一員として捉え、市は、地域の防災訓練又は研修などへの積極的な参加を呼びかけ、防災アドバ

イスを行うものとする。 

 

第９ 学術機関との連携 

市は、県及び関係機関とともに、火山防災協議会の構成委員である秋田大学・東北大学・岩手

大学等や、火山活動の現状や推移に関する総合的な評価を行う火山調査研究推進本部と積極的に連

携し、これら学術機関の保有する火山災害に関する知識・知見などを教育・普及するために研修会
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等を計画し、広く市民の火山防災に関する意識の啓発・知識の付与に努めるものとする。 
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第５節 自主防災組織等の育成計画 

（総合防災課・角館消防署） 

第１ 計画の方針 

火山災害時における防災活動は、行政機関のみならず地域住民の協力がなければ万全を期し得な 

い。火山災害の被害が及ぶと予想される、田沢湖生保内地区と田沢地区での住民の隣人互助の精神 

に基づく、地域の実状に応じた自主防災組織を育成するとともに、事業所等の自衛消防組織等の充 

実を図る。 

また、男女双方の視点に配慮した防災を進めるため、自主防災組織及びその活動における女性の 

参画を促進するよう努める。 

 
第２ 地域住民等の自主防災組織 

１ 現 況 

 本市における、自主防災組織の組織率は地域間に格差があるものの全市的には低い状況であ

り、町内会や集落単位の研修会等により啓発を図り、突発的に発生する各種災害に備え、自主防

災組織の積極的な整備が必要である。 

２ 対 策 

市では、既存の組織に加え、次により自主防災組織等市民の自発的な防災組織の結成と、その 

育成強化に努めるものとする。 

（１）組織づくり 

ア 町内会、集落等の自治組織に、防災に関する活動を組み入れることにより、自主防災組 

織として育成する。 

イ 何らかの防災活動を行っている組織に、その活動の充実強化を図りながら、自主防災組 

織として育成する。 

ウ 婦人団体、青年団体、ＰＴＡ等、地域で活動している組織を活用して、自主防災組織と 

して育成する。 

エ 児童、生徒等の活動を助長させ、将来の自主防災活動の素地を育成する。 

（２）活動の活性化 

ア 計画的にリーダー研修会等を開催し、指導能力の向上を図る。 

イ 自主防災組織の参加を含む防災訓練計画を策定し、防災技術の向上に努めるものとする。 

ウ 活動の積極的推進を図り、褒章制度の導入を図る。 

エ 防災教育用資器材の整備を図る。 

オ 自主防災組織が行う主な活動は、次のとおりとし活性化を図る。 
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（ア）平常時 

ａ 情報の収集伝達体制の確立 

ｂ 火気使用設備及び器具等の点検 

ｃ 防災資器材等の備蓄及び管理 

ｄ 防災知識の普及及び防災訓練の実施 

ｅ 市内の安全点検の実施 

ｆ 避難路、方法、避難場所の確認 

ｇ 地域の災害時要援護者の把握 

（イ）災害発生時 

ａ 初期消火の実施 

ｂ 被害状況等の収集、報告、命令指示等の伝達 

ｃ 救出、救護の実施及び協力 

ｄ 避難誘導の実施 

ｅ 炊き出し及び救援物資の配分に対する協力 

 
第３ 事業所の自衛消防組織等 

１ 現 況 

事業所は、不特定多数の者を収容したり、多量の火気、危険物等を使用したりする場合が少な 

くなく、災害が発生した場合、被害を増大させる危険性が潜在している。 

なお、防火管理者及び危険物取扱者等の防災責任者がいる事業所は、それぞれ自衛消防組織等 

が組織され、また、ガス取扱事業所では、ＬＰガス保安協会及び高圧ガス地域防災協議会などの 

指導のもとに自主保安体制の充実に努めている。 

２ 対 策 

（１）火山災害による被害が及ぶと想定される田沢湖生保内、田沢、玉川温泉の各地区にある事 

業所においては、自衛消防組織等の設置が義務づけられている事業所はもとより、設置義務 

のない事業所においても、従業員、利用者の安全を確保するとともに、地域の災害拡大防止 

のための自衛消防組織等の編成と次の活動を行うことを指導する。 

ア 防災訓練 

イ 従業員の防災教育 

ウ 情報の収集、伝達方法の確保 

エ 火災その他の災害予防対策 

オ 避難対策 
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カ 応急救護対策 

キ 地域の防災活動への協力 

（２）ガス取扱事業所に対しては、協会等を通じ自主防災体制の充実強化を図る。 

（３）電気、交通機関等防災上重要な施設に対して、実状に即した防災計画について指導助言す

る。 

（４）防火管理者、危険物取扱者等の防災上責任を有するものに対しては、講習会等の実施により 

資質の向上を図る。 

（５）各事業所に対しては、計画的に査察を行い現場に即した指導を行う。 
 
 

資料６－１「自主防災組織一覧表」 
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第６節 防災訓練計画 

（総務課・総合防災課・角館消防署） 

第１ 計画の方針 

  訓練は、火山災害の発生に備え、市をはじめとする防災関係機関、民間団体、ボランティア団

体及び地域住民との相互の緊密な連携のもと、救命・救助、救護及び避難誘導等を実践的かつ総

合的に実施することにより、緊急即応体制を速やかに確立するとともに、防災関係機関はもとよ

り集落単位の地域コミュニティ等と協力し、市民の防災意識を含めた地域の防災力の向上を図

る。 

 また、その実施にあたっては、防災週間や火山防災の日を通じて、火山防災協議会などの関係

機関と連携しながら、地元市民の参加のほか、市を訪れる登山者や観光客等を対象とした訓練や

要配慮者を含む被災者等に対する安全な避難誘導及び大規模災害発生時における円滑な避難所の

開設及び運営、特に避難所運営においては、女性や要配慮者の視点を考慮した支援訓練を重視し

て実施する。その他、各訓練における女性の参画を促すとともに、市として訓練検証を行い、課

題点を明らかにして、避難対策や他の計画等の改善を逐次図っていくものとする。 

 
第２ 現 況 

仙北市地域防災計画に基づく各種訓練を計画的に実施し、その訓練で得た教訓を防災対策に反

映している。 

 なお、市は平成２７年度の県総合防災訓練で、はじめて火山災害に特化した訓練を実施してい

る。 

 

第３ 訓練の区分 

１ 図上訓練 

各種災害を想定し、その災害に対処する関係機関・団体間の連携、具体的な災害を防ぐ措置や

災害応急対策等を図上検討して、その対応を明らかにする。なお、図上訓練は、実動訓練が実施

出来ない場合や対策等の指揮手順を訓練する場合に実施する。 

２ 実動訓練 

災害を想定し実員により総合的、個別的に実施する。 

（１） 総合訓練 

市をはじめとする防災関係機関、関係団体等及び地域住民の参加のもと、連携を重視し

た総合的な防災訓練を実施する。 

（２） 個別訓練 

訓練種目別、あるいは訓練地域を限定し、訓練目的を絞って、個別的な防災訓練を実施
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する。 

３ 火山災害にかかる防災意識の普及啓発 

市は、登山者等に対して、最寄りの駅や集客施設等を活用して、作成したリーフレットや最新

の火山の活動状況の情報を掲示して、火山災害にかかる防災意識の普及啓発を図るものとする。 

また、地元住民や観光関係者への火山防災意識の普及啓発活動については秋田地方気象台と連

携しながら、各町内会を説明会単位の基本として、火山防災説明会と称して、機会を求めて同説

明会を相互調整して実施するものとする。 

４   ｢訓練の種別｣、｢防災訓練計画｣、｢         訓練実施要綱｣、｢市の総合防災訓練の実施方針」等について

は、一般災害対策編第２章第３ 節防災訓練計画の定めに準じて行うものとする。 
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第７節 災害情報の収集・伝達計画 

（各機関） 

第１ 計画の方針 

火山活動に起因する地震及び地殻変動、噴火による噴石、泥流、降灰及び火砕流又は有毒ガ

ス、災害の発生、積雪時の融雪型火山泥流等による災害を予防するため、火山防災マップの活用

や、監視観測体制及び火山情報の収集・伝達体制を整備し、予防・応急・復旧対策に備える。 

 

第２ 情報収集体制・伝達体制 

１ 全 般 

  市は、市自ら又は協力者の支援を得て、観測・地温測定（女岳）を行い、積極的に情報収集す

るとともに、気象庁及び県の火山防災協議会から提供される火山活動に関する情報を定期的に把

握するものとする。 

２ 職員の動員 

火山災害が発生した場合には、市及び防災関係機関が連携して、それぞれの所掌する事務ご

と、 

又は自らの業務に関して、積極的に職員を動員して情報収集にあたるものとする。 

３ 体制の整備 

（１）防災行政情報伝達システムや市公式ＬＩＮＥ、安全安心メール、及び地域運営体のデジ

タルサイネージなどを活用して、警報等を広く住民や水防管理者等に伝達する体制を整備

する。 

また、市は登山者等に対して、自らの安全を確保するため、噴火に関する情報収集や家族

等を含む関係者との連絡手段を整えたり、警察が公開している登山届の提出等を行うように

市のホームぺージなどを積極的に活用して広報、登山者等の意識啓発に努めるものとする。 

なお、登山届の提出にあたっては、ＩＴを用いた登山届の仕組みを活用するなど、登山者

等が情報の提供を容易に行うことができるよう必要な配慮をするとともに、火山地域全体で

の一体的な運用を図るよう努める。 

その他、登山者等が利用する施設等（観光施設や火山情報センターなど）に火山活動情報 

の掲示や噴火対応に関する注意看板の設置、火山防災マップの配布等を行い、地元観光関係 

者等とも連携しながら、登山者等に対する防災知識の普及啓発に努めるものとする。 

（２）集落別の自主防災組織等と連携して、避難場所等・避難路をあらかじめ指定し、日頃から 

防災訓練を通じて、住民への周知徹底に努めるものとする。 

（３）市及び防災関係機関は、相互に連絡が迅速かつ確実に行えるよう情報伝達ルートの多重化 

及び情報交換のための収集連絡体制の明確化等、体制の整備を図る。 

（４）市は、各機関及び機関相互間における情報の収集、連絡体制の整備を図るものとする。そ 
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の際、夜間休日の場合等においても県の災害情報システム等を活用し、対応できる体制の整 

備を図る。 

（５）衛星通信、パソコン通信、防災行政情報伝達システム等の通信手段の整備などによる民間 

企業、報道機関、住民等からの情報など多様な災害関連情報等の収集体制の整備に努める。 

（６）市は、火山研究者との協力関係を確保し、噴火対策や監視情報等に関し、適切な指導・助 

言が受けられる体制を構築するとともに、火山に隣接する岩手県、岩手県雫石町、鹿角市の 

自治体や岩手県火山防災協議会を含む同火山防災検討会など民間の火山研究団体との情報共 

有と協力体制を構築する。 

 

第３ 火山周辺の居住地域の画定 

市は、火山周辺で住民が居住している生保内・田沢・玉川の各地区を「居住地区」として画定

し、関係機関及び集落別の自主防災組織等と連携して、早期に警戒避難体制を確立するとともに、

噴火警報等が発表されたときには、優先的にこの各地区の「居住地域」に対して情報提供を行う。 

このうち、火山災害時に影響が及ぶ可能性の高い、秋田駒ヶ岳山麓の乳頭、田沢湖高原、水

沢、高野、造道、先達・小先達、春山、石神、中生保内（上中生保内、下中生保内）の９行政区

と、秋田焼山に近い玉川の１行政区に居住する住民への情報提供を最優先とする。 

 

第４ 避難促進施設の指定 

 活動火山対策特別措置法第６条第１項第５号に基づき、火山災害警戒区域内にある施設で、火山

現象の発生時における当該施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認

められる施設を避難促進施設として次のとおり指定する。 

【秋田駒ヶ岳】 

 

 

 

 

 

第５ 監視観測対策の強化 

１ 各機関の観測・監視体制 

現在、各機関で行っている火山の観測・監視については、次表のとおりである。 

市は、これら機関からの情報等に基づき定期的に監視を行うとともに、住民や観光客等が異

常現象を発見したときは遅滞なくその旨を市長、警察、消防機関等に通報するよう指導する。 

また、新たに火山情報を確認した時は、現地調査を実施し監視観測の強化を図るほか、必要

に応じ状況を把握するため関係機関並びに学識経験者等による現地調査を行う。 

名  称 所  在  地 連絡先 

たざわ湖スキー場 仙北市田沢湖生保内字下高野７３－２ ０１８７－４６

－２０１１ 
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【秋田駒ヶ岳】 

実施機関 観測機器・観測項目 

気象庁 地震計、ＧＮＳＳ、空振計、傾斜計 

国土地理院 ＧＮＳＳ 

東北地方整備局 地震計、監視カメラ 

東北大学 地震計、ＧＮＳＳ、傾斜計、ひずみ計 

 

【秋田焼山】 

実施機関 観測機器・観測項目 

気象庁 地震計、ＧＮＳＳ、傾斜計、空振計、監視カメラ 

東北地方整備局 監視カメラ 

東北大学 地震計 

 

【八幡平】 

実施機関 観測機器・観測項目 

国土地理院 ＧＮＳＳ 

東北大学 地震計（秋田焼山に設置されているもの） 

 

※気象庁の情報はホームページで、また国土交通省の情報は、秋田駒ヶ岳火山防災ステーシ 

ョン（アルパこまくさ）及び湯沢河川国道事務所ホームページでリアルタイム画像を確認 

することができる。 
 
 

第６ 気象庁による火山情報の活用 

仙台管区気象台地域火山監視・警報センター（秋田地方気象台）では、平成１９年１２月より

「噴火警報・予報」を発表している。平成２１年１０月からは秋田駒ヶ岳、平成２５年７月には

秋田焼山で「噴火警戒レベル」が運用開始、令和５年３月にはそれぞれ改定され、噴火時等にお

いて、とるべき防災対応・行動が５つのキーワードで、わかりやすく表現されて提供されること

となった。 

また「噴火速報」については、平成２７年８月に噴火の発生事実を迅速に発表する情報として

新たに導入されている。 

市ではこれらの噴火警報等を住民に適時、適切に情報提供していくほか、避難判断等に活用す

るものとする。 
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１ 火山に関する噴火警報・噴火予報・情報の種類と内容 

噴火警報（居住地域） 

又は噴火警報 

仙台管区気象台が、警戒が必要な範囲が居住地域に及ぶ場合にそ

の対象範囲や警戒事項等を発表する。 

噴火警報（火口周辺） 

又は火口周辺警報 

仙台管区気象台が、警戒が必要な範囲が火口周辺に限られる場合

にその対象範囲や警戒事項等を発表する。 

噴火予報 仙台管区気象台が、火山活動の状況が静穏である場合、あるいは

火山活動の状況が噴火警報には及ばない程度と予想される場合に

発表する。 

噴火速報 仙台管区気象台が、登山者や周辺の住民に対して、火山が噴火し

たことを端的にいち早く伝え、身を守る行動を取っていただく

ために発表する。 

噴火速報は以下の場合に発表する。 

・噴火警報が発表されていない常時観測火山において、噴火が

発生した場合 

・噴火警報が発表されている常時観測火山において、噴火警戒

レベルの引上げや警戒が必要な範囲の拡大を検討する規模の噴

火が発生した場合※ 

・このほか、社会的な影響が大きく、噴火の発生を速やかに伝

える必要があると判断した場合 

※噴火の規模が確認できない場合は発表する。 

なお、噴火の発生を確認するにあたっては、気象庁が監視に活

用しているデータだけでなく、関係機関からの通報等も活用す

る。 
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降灰予報 気象庁は以下の３種類の降灰予報を提供する。 

①降灰予報（定時） 

・噴火警戒発表中の火山で、噴火により人々の生活に影響を及ぼ

す降灰が予想される場合に、定期的（３時間毎に発表）。 

・発表時刻は２時、５時、８時、１１時、１４時、１７時、２０

時及び２３時。 

・１８時間先（３時間区切り）までに噴火した場合に予想され

る、降灰範囲や小さな噴石の落下範囲を提供。 

②降灰予報（速報） 

・噴火の発生を通報する「噴火に関する火山観測報」を受けて発

表。 

・降灰予報（定時）を発表中の火山では、降灰への防災対応が必

要となる「やや多量」以上の降灰が予測された場合に発表。 

・降灰予報（定時）が未発表の火山では、噴火に伴う降灰域を速

やかに伝えるため、予測された降灰が「少量」のみであっても

必要に応じて発表。 

・事前計算された降灰予報結果から適切なものを抽出すること

で、噴火後速やかに（５～１０分程度で※）発表。 

・噴火発生から１時間以内に予想される、降灰量分布や小さな噴

石の落下範囲を提供。 

③降灰予報（詳細） 

・噴火の観測情報（噴火時刻、噴煙高など）を用いて、より精度

の高い降灰予測計算を行って発表。 

・降灰予報（定時）を発表中の火山では、降灰への防災対応が必

要となる「やや多量」以上の降灰が予測された場合に発表。 

・降灰予報（定時）が未発表の火山では、噴火に伴う降灰域を速

やかに伝えるため、予測された降灰が「少量」のみであっても

必要に応じて発表。 

・降灰予報（速報）を発表した場合には、予想降灰量によらず、

降灰予報（詳細）も発表。 

・降灰予測計算結果に基づき、噴火発生後２０～３０分程度で※

発表。 

・噴火発生から６時間先まで（１時間毎）に予想される降灰量分

布や、降灰開始時刻を提供。 

※ 噴煙が気象条件により直接確認できない場合等には、これよ

りも降灰予報の発表に時間を要することや、降灰予報を発表で

きないことがある。 
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火山ガス予報 仙台管区気象台が、居住地域に長期間影響するような多量の火山

ガスの放出がある場合に、火山ガスの濃度が高まる可能性のある

地域を発表する。 

火山の状況に関する解説 

情報 

【火山の状況に関する解説情報（臨時）】 

仙台管区気象台が、現時点で、噴火警戒レベルの引き上げ基準に

達していない、または、噴火警報を発表し「警戒が必要な範囲」

の拡大を行うような状況ではないが、今後の活動の推移によって

は噴火警報を発表し、噴火警戒レベルの引上げや、「警戒が必要

な範囲」の拡大を行う可能性があると判断した場合等に、火山活

動の状況や防災上警戒・注意すべき事項を伝えるため発表する。 

【火山の状況に関する解説情報】 

仙台管区気象台が、現時点では、噴火警戒レベルを引き上げる可

能性は低い、または、噴火警報を発表し「警戒が必要な範囲」の

拡大を行う可能性は低いが、火山活動に変化がみられるなど、火

山活動の状況を伝える必要があると判断した場合に適時発表す

る。 

噴火に関する火山観測報 仙台管区気象台が、噴火が発生したことや、噴火に関する情報

（噴火の発生時刻・噴煙高度・噴煙の流れる方向・噴火に伴って

観測された火山現象等）を噴火後直ちにお知らせするために発表

する。 
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２ 秋田駒ヶ岳、秋田焼山の噴火警報・噴火予報（噴火警戒レベル運用火山） 

種別 名  称 対象範囲 
レベル 

（キーワード） 
火山活動の状況 

特 

別 

警 

報 

 

噴火警報 

（居住地域） 

又は 

噴火警報 

居住地域 

及びそれ 

より火口 

側 

レベル５ 

（避難） 

居住地域に重大な被害を及ぼす 

噴火が発生、あるいは切迫して 

いる状態にある。 

レベル４ 

（高齢者等避

難） 

居住地域に重大な被害を及ぼす 

噴火が発生すると予想される（可 

能性が高まってきている）。 

警 
 
 

報 

 

噴火警報 

（火口周辺） 

又は 

火口周辺 

警報 

火口から居

住地域近く

までの広い

範囲の火口

周辺 

レベル３ 

（入山規制） 

居住地域の近くまで重大な影響 

を及ぼす（この範囲に入った場 

合には生命に危険が及ぶ）噴火が 

発生、あるいは発生すると予想 

される。 

火口から少

し離れた所

までの火口

周辺 

レベル２ 

（火口周辺規

制） 

火口周辺に影響を及ぼす（この 

範囲に入った場合には生命に危険 

が及ぶ）噴火が発生、あるいは 

発生すると予想される。 

予 
 

報 

噴火予報 火口内等 

レベル１ 

（活火山である 

ことに留意） 

火山活動は静穏。火山活動の状 

況によって、火口内で火山灰の 

噴出等がみられる(この範囲に 

入った場合には生命に危険が及

ぶ)。 
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３ 八幡平の噴火警報・噴火予報（噴火警戒レベル未運用火山） 

       

種別 名称 対象範囲 

警戒事項等 

（キーワー

ド） 

火山活動の状況 

特
別
警
報 

 

噴火警報 

（居住地域） 

又は 

噴火警報 

居住地域及

びそれより

火口側 

居住地域 

厳重警戒 

居住地域に重大な被害を及ぼす

噴火が発生、あるいは発生する

と予想される。 

警
報 

噴火警報 

（火口周辺） 

又は 

火口周辺警報 

火口から居

住地域近く

までの広い

範囲の火口

周辺 

入山危険 

居住地域の近くまで重大な影響

を及ぼす（この範囲に入った場

合には生命に危険が及ぶ）噴火

が発生あるいは発生すると予想

される。 

火口から少

し離れた所

までの火口

周辺 

火口周辺危険 

火口周辺に影響を及ぼす（この

範囲に入った場合には生命に危

険が及ぶ）噴火が発生、あるい

は発生すると予想される。 

予
報 

噴火予報 火口内等 
活火山である

ことに留意 

火山活動は静穏。火山活動の状

態によって火口内で火山灰の噴

出等が見られる(この範囲に入

った場合には生命に危険が及

ぶ)。 
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第７ 異常現象の通報 

噴火及び噴火前兆現象と思われる次の異常現象を発見した者は、速やかに関係機関に通報する。 

１ 噴火及びそれに伴う降灰等 

２ 火山地域での火映・鳴動の発生及び地震の群発 

３ 火山地域での山崩れ、地割れ、地盤の上昇・沈下及び陥没等の地形変化 

４ 噴気や噴煙の量・色・臭い・温度、昇華物等の顕著な変化 

５ 顕著な地温上昇、地熱地帯の新生・拡大・移動、草木等の立ち枯れ等 

６ 火山付近の湖沼・河川の水量・濁度・臭い・色・水温の異常、発泡、軽石・死魚の浮上 

 

第８ 火山防災協議会 

１ 火山防災協議会の設置 

県及び市は、活動火山対策特別措置法に基づき、火山災害警戒地域の指定を受けた秋田駒

ヶ岳・秋田焼山の両山について「火山防災協議会」を設置している。 

２ 火山防災協議会の構成 

火山防災協議会は、県、市町村、気象台、地方整備局等、自衛隊、警察、消防機関、火山

専門家のほか、観光関係団体など検討に必要な様々な者を加え構成する。また、必要に応じ

て、検討事項に応じた部会（コアグループ等）を設置するなど、円滑な検討に資する体制を

整備している。 

３ 火山防災協議会における協議事項等 

（１）市は火山防災協議会で協議された噴火警戒レベルや火山ハザードマップの作成、噴火警

戒レベルの見直しや市内の両山の避難計画の作成・見直しの際には、退避壕・退避舎の必

要性や設置の可否についても、県と連携しながら検討していくとともに、同協議会で得た

火山現象の発生及び今後の活動推移に関する情報を市のホームページなどを活用して、広

く市民等に周知するものとする。 

また、併せて市の警戒避難体制の整備に関する取り組みについても、地域の実情を考慮し

て、同協議会の中で綿密に協議して行くものとする。 

  （２）市は、必要に応じて火山防災協議会に意見を求めつつ、避難促進施設における避難確保

計画の作成（変更を含む）や避難訓練に係る助言を行うなど、施設所有者や管理者への支

援に努めるものとする。 

（３）市は、火山防災協議会の協力を得て、地域防災計画及び各火山の避難計画に下記事項を明

記して作成するものとする。 

ア 火山現象の発生及び推移に関する情報収集及び伝達に関する事項 

イ 火山に関する予報・警報、情報の発表及び伝達に関する事項 
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ウ 噴火警戒レベルの運用による入山規制及び避難指示等、避難のための措置について 

市長が行う通報及び警告に関する事項 

エ 避難場所及び避難経路に関する事項 

オ 火山現象に係る避難訓練に関する事項 

カ 救助に関する事項 

キ その他、必要な警戒避難体制に関する事項 
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第８節 通信施設の災害予防計画 
（総合防災課・各機関） 

第１ 計画の方針 

火山災害時における通信の確保は、防災活動上極めて重要である。このため、計画的に保有する 

通信施設の改善と保守点検、運用管理に万全を期さなければならない。 

また、火山災害時に利用できる関係施設の現状についても把握しておくことが必要である。 

特に秋田県総合防災情報システム、警察、消防、ＮＴＴ等の非常用無線を効率的に活用する

ため、平素から関係機関との円滑な調整に努め、防災行政情報システム等を活用の上、災害時の

通信を確保する。 

 
第２ 通信施設の整備 

１ 情報連絡施設 

（１）現 況 

クラウド・公衆網を活用した防災行政情報伝達システム「＠インフォカナル」により、緊

急速報メール、市公式ＬＩＮＥ、安全安心メール、戸別受信機等を通じて市民への一斉配信

が可能となっている。 

さらに防災行政無線（移動系）の車載型、可搬型、携帯型、各種無線機を使用し、緊急事

態発生時には現場と本部を繋ぎ、円滑な情報伝達を出来るよう体制を整えている。 

（２）対 策 

ア 携帯キャリアは電波送信設備の維持管理及び更新に努める。 

イ 市は、災害時の情報伝達に関わる実行可能性の確保に向け、情報配信、伝達に関する定 

期的な訓練の実施に努める。 

ウ 移動局については、定期的に点検整備を実施し、常にその能力維持に配慮する。 

エ 必要に応じ、移動局の増設整備を推進する。 
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２ 秋田県総合防災情報システム 

（１）現 況 

県は、高速・大容量のデジタル通信を県内における防災情報の基盤通信手段として、県庁

第二庁舎に統制局を設置し、地域振興局、県出先機関、市町村、消防本部及び防災関係機

関との間で災害時における情報通信の収集伝達手段の一元化を図るとともに、統制局、端

末局のバックアップ機能を配備し、迅速・適確な応急対策を支援する体制をとっている。 

（２）対 策 

ア 各無線局については、定期的に点検整備を実施し、機能の維持に努める。 

イ 毎日回線テストを行い障害の早期発見に努める。 

ウ 定期的に起動・操作を行い常に使用可能な状態に維持する。 

 
第３ 東日本電信電話㈱秋田支店施設 

１ 現 況 

各交換所間の中継通信回線は、ケーブルの地下化や有線と無線方式の併用などにより、災害

に強く信頼性の高い通信設備の構築を図っている。また、災害発生時における通信を確保する

ため、必要により臨時回線や公衆電話の設置に必要なポータブル衛星通信車を配備している。 

平成２１年度には市と「災害復旧等に関する協定」を締結している。 

２ 対 策 

（１）建物及び局内外設備 

施設を災害から防護するため、電気通信設備及び建物等については、耐水、耐風、耐雪、

耐震、耐火等の構造としている。 

（２）地震災害時に備えての通信確保 

ア 通信途絶を防止するため、主要な伝送路を多ルート構成とする。 

イ 被災した電気通信施設等の迅速かつ確実に復旧をするための災害対策用機器及び資材等 

の整備を図るとともに、災害時の輸送を円滑に行うための措置計画を具体的に定める。 

ウ 安定した通信を確保するため、主要な電気通信設備について、予備電源を設置する。 

エ 災害時において、通信不通地域の解消、または重要通信の確保を図るため、伝送措置、 

交換措置及び運用措置に関する措置計画を作成する。 

（３）災害時措置計画 

災害時において、通信不通地域の解消、又は重要通信の確保を図るため、伝送措置、交換

措置及び運用措置に関する措置計画を作成する。 

（４）災害時の広域応援等 

ア 広範囲な地域において災害が発生した場合は、必要により全国的規模も視野に入れた応 
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援班の編成、災害対策用機器及び資材等の確保と輸送体制、応援者の作業体制などを整備 

する。 

イ 災害が発生し、又は発生のおそれのある場合に社員の非常招集、非常配置及び社外機関

に対する応援又は協力の要請方法等について具体的に定める。 

（５）防災訓練の実施 

ア 社内訓練のほか、国及び地方公共団体等が実施する防災訓練へ積極的に参加し、復旧技

術の向上に努める。 

 
第４ （株）ＮＴＴドコモ東北支社秋田支店施設 

１ 現 況 

（１）電気通信設備の高信頼化 

災害の発生を未然に防止するため、電気通信設備等の防災設計を実施する。 

（２）電気通信システムの高信頼化 

災害が発生した場合においても通信を確保するため、通信網の整備を行う。 

（３）電気通信処理システムに関するデータベース等の防災化 

電気通信設備の設備記録等重要書類並びに通信処理システム等のファイル等について災害 

時における滅失、若しくは損壊を防止するため、保管場所の分散、耐火構造容器への保管等 

の措置を講ずる。 

（４）災害時措置計画 

災害時等において、重要通信の確保を図るため、電送装置、交換装置及び網装置に関する 

措置計画を作成し、現行化を図る。 

２ 対 策 

（１）災害対策用機器及び車両等の配置 

地震災害発生時において通信を確保し、又は災害を迅速に復旧するために、あらかじめ保 

管場所及び数量を定め、必要に応じて機器及び車両を配置する。 

（２）災害対策用資機材等の確保と整備 

ア 災害対策用資機材等の確保 

災害応急復旧を実施するため、平常時から復旧用資材、器具、工具、防災用機材、消耗 

品等の確保に努める。 

イ 災害対策用資機材等の輸送 

災害が発生し、又は発生するおそれのある場合において、災害対策用機器、資材及び物 

資等の輸送を円滑に行うため、必要に応じ、あらかじめ輸送ルート、確保すべき車両、ヘ 

リコプター等の種類及び数量並びに社外に輸送を依頼する場合の連絡方法等の輸送計画を 
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定めておくとともに、輸送力の確保に努める。 

（３）災害対策用資機材等の整備点検 

災害対策用資機材等は、常にその数量を把握しておくとともに、必要な整備点検を行い非 

常事態に備える。 

 
第５ 関係機関の通信施設 

１ 警察無線 

（１）現 況 

無線設備については、仙北警察署、仙北警察署田沢湖交番、仙北警察署角館駅前交番、各 

駐在所及びパトロールカー等に設置されており、各種災害の際には迅速に対処できるよう体 

制が整備されている。 

（２）対 策 

災害時における緊急通信のため、関係機関相互の協力が得られるよう体制の整備に努める。 

２ 災害時優先電話の指定推進 

災害時は電話が繋がりにくいなどの通信障害が考えられるので、防災機関等につい

ての災害時優先電話をＮＴＴの協力を得ながら共に推進する。 
 
 

資料３－１「秋田県総合防災情報システム」 

資料３－２「仙北市防災無線（移動系無線局設置状況）」 
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第９節 水害予防計画 
 

一般災害対策編第２章第６節の定めによる。 

特に火山山麓の河川については融雪型火山泥流等による氾濫の可能性もあるため、十分予防対策 

を講じる必要がある。 
 
 

第１０節 火災予防計画 
 

一般災害対策編第２章第７節の定めによる。 
 
 

第１１節 危険物施設等災害予防計画 
 

一般災害対策編第２章第８節の定めによる。 
 
 

第１２節 建造物等災害予防計画 
 

一般災害対策編第２章第９節の定めによる。 
 
 

第１３節 土砂災害予防計画 
 

一般災害対策編第２章第１０節の定めによる。 

特に、火山性地震、火砕流、融雪型火山泥流等の影響による土石流災害について十分予防対策を 

講じる必要がある。 
 
 

第１４節 公共施設災害予防計画 
 

一般災害対策編第２章第１１節の定めによる。 
 
 

第１５節 文化財災害予防計画 
 

一般災害対策編第２章第１６節の定めによる。 
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第１６節 避難計画 
（総合防災課） 

第１ 計画の方針 

火山災害が発生した場合、又は、発生するおそれがある場合において、市民を安全確実に避難

させるために、市として計画的に地域の災害危険箇所等の説明会を実施するとともに、集落単位

の自主防災組織等の活動を支援し、地域の特性や災害の形態を踏まえた避難場所等・避難路の整

備を実施する。併せて災害の形態に応じる避難場所等の指定について、市民に周知徹底させると

ともに、避難等に関する情報の伝達、共有化を図るため、防災行政情報伝達システム、市公式Ｌ

ＩＮＥ、安全安心メール、緊急速報メール及び自主防災組織の連絡網等の活用を図る。 

 また、その際に要配慮者を安全に誘導するため、市をはじめとする関係機関等が日頃から各町

内単位で組織している自主防災組織と連携し、計画的な避難訓練等を実施する。 

その他、市は火山現象に連動して夏季の時期であれば雨による土石流災害や、冬季の時期であ

れば積雪などが融けて発生する融雪型火山泥流など、大規模な複合災害が予想されることから、

必要に応じて近隣市町の協力、合意を得て調整により市外に指定緊急避難所を臨時的に設け対応

にあたるものとする。 

 
第２ 避難場所等・避難路 

市は、迅速な避難を図るため、あらかじめ避難場所等・避難路の基準を指定しておくものとす

る。 

避難場所等・避難路及びこれらの施設の耐震不燃化等については、仙北市の地域防災計画に具体

的に定めるとともに、各整備事業制度を活用し、効率的な事業実施に努めるものとする。 

火山災害では、噴火活動が長期化することも予想されるためライフラインの確保、情報伝達の容

易さ、交通の利便性、医療機関の集積度、商業施設の集積度等を勘案し、田沢湖生保内地区及び

西木町西明寺地区の避難場所等を優先的に利用するものとする。 

玉川地区については、地理的条件に配慮し、鹿角市との連携も考慮した避難計画を立案するもの

とする。 

その他、一般災害対策編第２章第１８節避難計画の定めに準じて行うものとする。 
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第１７節 入山規制計画 
（総合防災課、観光課、総務課、建設課、関係機関） 

第１ 計画の方針 

市長は、火山の異常データの観測、活動活発化など火山活動により危険が予想されるときは、登 

山者の安全を図るため環境省、林野庁(秋田森林管理署)、秋田県等の関係機関と連携し、必要に応 

じ登山道等の入山規制を実施する。 

また、火山活動の終息状況に応じ適切に規制を緩和する。 

登山者等に対し火山に関する噴火警報・予報・情報の伝達システムの整備を図る。 

 
第２ 入山規制・緩和の実施 

入山規制・緩和にあたっては、気象庁が発表する噴火警戒レベル及び噴火警報・予報の基準に

沿うほか、県の秋田駒ヶ岳・秋田焼山火山防災協議会を含む学識経験者等の助言を受けて、入山

規制・緩和及び解除を行う。 

 この際、統一的な実施を図るため、必要に応じ秋田駒ヶ岳については岩手県雫石町と、秋田焼

山については鹿角市とそれぞれ調整を図りながら判断基準・規制範囲等を検討、確認するものと

する。 

 入山規制の実施基準は、概ね次表のとおりとし、具体的な規制計画を別途定めるものとする。

併せて、各火山の連絡道・避難道となる国道３４１号、県道西山生保内線、県道駒ヶ岳線、市

道、林道についても通行規制を検討する。 
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火山名 噴火警戒レベル 規制内容 

秋田駒ヶ岳 

レベル３以上 

（入山規制） 

全ての登山道を入口で規制（県境縦走ルートは笊森山で湯森山 

方向を規制、その他は秋田県側への分岐路を規制）及び県道駒ヶ 

岳線と黒沢野林道を部分規制するとともにたざわ湖スキー場を立 

入規制を実施する。 

レベル２ 

（火口周辺規制） 

北部・南部カルデラそれぞれのカルデラ縁と各登山道合流点を 

規制するとともに、県道駒ヶ岳線と黒沢野林道を部分規制、併せ 

てたざわ湖スキー場銀嶺第３リフト周辺ゲレンデの立入規制を実

施する。 

レベル１ 

（活火山である 

ことに留意） 
状況に応じ火口内の危険な範囲で立入規制を実施する。 

秋田焼山 

レベル３以上 

（入山規制） 

想定火口から少なくとも４ｋｍ以内の立入規制及び特定地域の 

玉川温泉施設等には避難指示を発令する。また、国道３４１号及 

び八幡平アスピーテラインについても道路規制を実施する。 

レベル２ 

（火口周辺規制） 

想定火口ら概ね１ｋｍ以内の立入規制及び玉川温泉から御生掛 

温泉に至る東西に走る稜線上の登山道で立入規制を実施する。 

降灰を伴う噴火が発生した場合は、上記の立入規制に加えて国

道３４１号と八幡平アスピーテラインの交差点、国道３４１号と

玉川温泉入口との交差点で交通規制を実施する。 

レベル１ 

（活火山である 

ことに留意） 

  状況に応じ火口内の危険な範囲で立入規制を実施する。 

 

第３ 入山者への情報伝達等 

市は、入山者の入山時期及び滞在期間等の状況が個々の都合となり、状況把握が難しいため、道

路等に設置されている電光掲示板などのデジタルサイネージの活用や観光施設、宿泊施設、駅等の

公共交通機関、コンビニエンスストア、ガソリンスタンド等に入山規制の掲示物を貼る情報提供

や、登山道入口等での看板設置、山岳ガイド等による情報伝達のほか、入山者を特定するため平常

時から入山計画書や入山カード提出を励行する等、田沢湖・角館観光協会等と密接に連携して、多

様な情報伝達システムの構築に努める。 
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第１８節 医療計画 
 
一般災害対策編第２章第１９節の定めによる。 

 

第１９節 要配慮者の安全確保に関する計画 
（福祉事務所・各福祉施設、観光課、交流デザイン課） 

第１ 火山噴火に伴う想定氾濫区域内の社会福祉施設等の安全対策 

  市の火山噴火に伴う想定氾濫区域内の社会福祉施設等としては、介護施設などがある。 

市は、災害発生時における社会福祉施設等の被災者の救出・救助については、地域住民等近隣

の相互扶助による自主的活動をはじめ、関係機関、自治会、自主防災組織及び民生委員等の協力

を得て、迅速かつ安全に実施する。また、そのため市は、平時常時から集落単位の自主防災組織

の立ち上げ及び育成に努めるとともに、自主防災組織の避難訓練等を通じて安全な避難場所等・

避難路を選定し、相互に調整して具体的な避難要領を定める。併せて、それらの避難要領を地域

住民等に周知徹底するとともに、自主防災組織の連絡網を活用し、市からの避難指示等の伝達体

制を整えるものとする。 

その他、一般災害対策編第２章第２０節の定めに準じて行うものとする。 
 
 

第２０節 ボランティア活動との調整計画 
 

一般災害対策編第２章第２１節の定めによる。 
 
 

第２１節 企業防災促進計画 
 

一般災害対策編第２章第２２節の定めによる。 
 
 

第２２節 広域応援体制の整備等 
 

一般災害対策編第２章第２３節の定めによる。 
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第２章 火山災害応急対策計画 

 

第１節 活動体制計画 

（関係機関） 

第１ 計画の方針 

 火山災害が発生し、又は発生するおそれのある場合において、市民の生命、身体の安全確保

を第一として、市の有する全機能を有効、適切に発揮して火山災害の発生を防御し災害応急対

策等の防災活動を強力に推進するために、災害対策本部等の設置、応援要請、応急公用負担等

の活動体制の確立を図る。 

 
第２ 防災活動体制 

災害の予防、応急対策及び復旧対策の各分野にわたる防災活動を円滑に行うため、市及び防

災関係機関との有機的な連携を図り、地域住民の協力により総合的かつ一体的な防災体制の確

立を図る。防災活動のための体制図は次ページのとおりとする。 
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防 災 活 動 体 制 図 
※（ ）内は災害対策基本法の条項 
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第３ 仙北市災害対策本部等 

１ 設置及び廃止基準 

市長は、秋田駒ヶ岳又は秋田焼山において、火山噴火等により市の区域に災害が発生し、又は 

発生するおそれがある場合で、次の基準に該当し必要があると認めるときは、災害対策本部等の 

設置を指示する。噴火による影響が終息し火山周辺の安全が確認されたときに廃止する。 
 

火山災害における災害対策本部等設置基準表 

※１；主要業務の詳細は秋田駒ヶ岳火山避難計画（令和５年３月版／秋田駒ヶ岳火山防災協議会）、秋田 

焼山火山避難計画（居住地域・火口周辺地域）（令和５年３月／秋田焼山火山防災協議会）を参照 

  

名 称 設置場所 設 置 基 準 主 要 業 務※１ 構 成 員 

災害対策 

本 部 

田沢湖庁舎

第１会議室 

秋田駒ヶ岳及び秋田焼 

山とも気象庁から噴火 

警戒レベル３以上が発 

せられた場合 

１ 情報収集 

２ 火山防災協議会等との 

連携 

３ 施設の閉鎖 

４ 道路規制 

５ 登山道規制 

６ 登山者・観光客の避難 

誘導 

７ 住民避難等周知 

本部長 市長 

副本部長 副市長 

教育長 

本部員 危機管理監 

各部長等 

角館消防署長 

消防団長 

仙北警察署 

担当者 

災害 

対策部 

秋田駒ヶ岳及び秋田焼 

山とも気象庁から噴火 

警戒レベル２が発せら 

れた場合 

１ 情報収集 

２ 火山防災協議会等との 

連携 

３ 施設の閉鎖等 

４ 道路規制 

５ 登山道規制 

６ 登山者・観光客の避難 

誘導 

７ 住民避難等周知 

部 長 副市長 

副部長 総務部長 

部 員 危機管理監 

各部長等 

角館消防署長 

消防団長 

仙北警察署 

担当者 

災害 

警戒部 

田沢湖庁舎

総合防災課 

秋田駒ヶ岳及び秋田焼 

山とも気象庁から噴火 

警戒レベル１の他、観 

測データ等の急激な変 

化や噴気異常、火山性 

微動・有感地震の頻発 

等、客観的事象により 

噴火の予兆が確認され 

た旨の臨時の解説情報 

が発表された場合 

１ 情報収集 

２ 火山防災協議会等との 

連携 

３ 登山者・住民・施設利 

用者への情報伝達 

４ 想定火口付近の登山者 

の避難例の設定と普及 

啓発 

５ 施設利用者・登山者等 

の人数把握 

部 長 危機管理監 

部 員 指定職員等 
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２ 災害対策本部の編成及び事務分掌 

（１）業務内容 

・火山災害に関する情報の収集・分析、伝達及び被害等の調査報告に関すること。 

・被害等の拡大防止、災害応急対策及び災害復旧対策に関すること。 

・対策、処置事項等の連絡及び指示事項の徹底に関すること。 

・他の防災関係機関との連絡調整に関すること。 

（消防・警察・自衛隊等設置の合同調整所及び県災害対策本部内の航空調整班との調整 

含む。） 

・防災会議開催を含む連絡調整に関すること。 

（２）災害対策本部の構成 

災害対策本部 

本 部 長    市長 

副本部      副市長 

教育長 

本 部 員    総務部長、企画部長、地方創生・総合戦略統括監、市民福祉部長、農林商

工部長観光文化スポーツ部長、建設部長、教育部長、医療局長、危機管理

監、角館消防署長、消防団長、仙北警察署担当者、その他関係者 
 
 
 
 
 
 

 
災害対策本部 事務局 

事務局長 総合防災課長 

事務局次長 総務課長 

事務局員 指定職員 
 
 
 
 
 

災害対策本部 各部局 

部 長 各部局長 

副部長 各部局次長 

班 長 関係課長 

班 員 関係課員 
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（３）災害対策本部会議 

   災害対策本部長は、火山災害応急対策に関する方針、具体的な施策・対応策の決定・指示 

及び関係部署・関係機関等との総合調整を行うために本部会議を招集する。また、災害対策 

本部会議の会議次第は、おおよそ次のとおりとする。 

 

災 害 対  策  本 部  会  議 

１ 開 会 

２  報告事項 

（１）  気象情報及び災害状況（被災者等の状況含む。） 

（２） 現在実施している災害応急対策の状況 

（３） 各部署の配備体制 

（４）  各部の処置事項 

３  協議事項 

（１） 今後の災害応急対策の決定・指示に関すること。 

（２） 県を含む他市町村に対する応援要請の要否に関す 

ること。 

（３） 自衛隊に対する災害派遣要請の要否及び受け入れ 

     （集結地域の指定等）に関すること。 

（４） 災害救助法適用申請の要否に関すること。 

（５） 各部間の調整・指示事項に関すること。 

（６） 国等の視察団等に対する対応要領に関すること。 

（７） 被災者に対する見舞金品の給付に関すること。 

（８） 次回本部会議開催日時に関すること。 

４  閉  会 
 
 
（４）留意事項 

災害対策本部を設置又は廃止したときは、速やかに国・県をはじめ関係機関等及び近隣市 

町村に通報する。 

また、併せて市民に対してもその旨を防災行政情報伝達システム等で広報、周知する。 

 

資料１－４「仙北市災害対策本部条例」 

資料１－５「仙北市災害対策本部規程」 

資料１－６「仙北市災害対策本部活動要領」 
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（５）仙北市災害対策本部組織図  

 

 
議会事務局・監査委員事務局・選挙管理委員会事務局・農業委員会事務局 

協力班     公民館・平福記念美術館・図書館・市民会館・学習資料館 

     小学校・中学校・給食センター 

 部の名称 班の名称 班 長 構 成 

総務部 

総務班 総務課長 総務課（職員係を除く）・契約検査室 

総合情報センター  

受援班 職員係長 総務課職員係 

総合防災班 総合防災係長 総合防災課 

財政班 財政課長 財政課・管財課 

税務班 税務課長 税務課・収納推進課・固定資産税調査室 

地域班 

田沢湖市民センター所長 田沢湖市民センター・田沢出張所・神代出張所 

 角館市民センター所長 角館市民センター 

 西木市民センター所長 西木市民センター・上桧木内出張所・桧木内出張所 

 企画部 企画政策班 企画政策課長 企画政策課・まちづくり課 

災害対策本部 
 

市民福祉部 

国保市民班 国保市民課長 
国保市民課・神代診療所 

生活環境課 

本部長：市長 

副本部長：副市長 

副本部長：教育長 

 社会福祉班 社会福祉課長 社会福祉課 

 こども家庭班 こども家庭センター所長 こども家庭センター・保育園等 

 長寿支援班 長寿支援課長 長寿支援課・包括支援センター・にしき園  

 
保健班 保健課長 

保健課 

西明寺診療所・桧木内診療所・田沢湖歯科診療所 

観光文化    

スポーツ部 

観光班 観光課長 観光課 

交流デザイン班 交流デザイン課長 交流デザイン課 

文化財班 文化財課長 文化財課 

スポーツ振興班 スポーツ振興課長 スポーツ振興課 

農林商工部 

農業振興班 農業振興課長 農業振興課 

農林整備班 農林整備課長 農林整備課 

商工班 商工課長 商工課・角館樺細工伝承館 

建設部 
建設班 建設課長 建設課 

上下水道班 上下水道課長 上下水道課 

出納部 会計班 会計課長 会計課 

教育部 

学校教育班 教育総務課長 

教育総務課 

学校教育課 

北浦教育文化研究所 

生涯学習班 生涯学習課長 
生涯学習課・スポーツ振興課・文化財課 

平福記念美術館 

医療部 

医療管理班 医療管理課長 医療管理課 

角館診療班 角館病院院長 角館病院診療部・看護部 

角館医事班 角館病院事務長 角館病院事務部 

田沢湖診療班 田沢湖病院院長 田沢湖病院 

田沢湖医事班 田沢湖病院事務長 田沢湖病院事務局 

警防部 警防班 
消防団副団長 

角館消防署副署長 

消防団 

角館消防署・田沢湖分署・西木分署 
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仙北市災害対策本部事務分掌 
 

部 班 業 務 内 容 

本 部 長  災害対策本部の業務を総括し、指揮監督命令する。 

副本部長  本部長を補佐、本部長の不在間は職務を代行する。 

総 務 部 

総 務 班 

１ 職員の被害調査に関すること。 

２ 通信の確保に関すること。 

３ 災害広報・災害記録資料（写真等）の収集・整理・保存等に関す 

ること。 

４ 報道機関との連絡調整に関すること。 

５ 災害見舞い者等の応接に関すること。 

６ 部内の総括調整に関すること。 

７ 住基情報システムの被害調査及び復旧に関すること。 

８ 情報システムの被害調査及び復旧に関すること。 

９ 災害対策本部の事務局業務（庶務及び本部会議運営補助を含

む。） 

に関すること。 

受 援 班 
１ 職員の動員・再配置に関すること。 

２ 受援の調整に関すること。 

総合防災班 

１ 災害応急対策の立案に関すること。 

２ 避難等の指示、命令の発令に関すること。 

３ 国、県との調整及び関係機関への報告等に関すること。 

４ 所管の市有財産の被害調査及び応急対策に関すること。 

５ 罹災証明の発行に関すること。 
６ 災害対策本部の事務局業務（本部会議の開催・運営を含む。）に

関すること。 

財 政 班 

１ 災害経費の予算措置に関すること。 

２ 災害対策用物品の調達購入に関すること。 

３ 管財課所管の市有財産の被害調査及び応急対策に関すること。 

４ 災害対策用車両の確保と配車に関すること。 

５ 田沢湖庁舎内電源の確保に関すること。 

６ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

税 務 班 

１ 市税の徴収猶予及び減免に関すること。 

２ 被災建築物の調査に関すること。 

３ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

地 域 班 

１ 庁舎内の電源の確保に関すること。（田沢湖庁舎を除く。） 

２ 管内の災害情報の収集に関すること。 

３ 所管の公有財産の被害調査に関すること。 

４ 財産区の被害調査に関すること。 

５ 救援物資の受付・保管及び分配に関すること。 

６ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 
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部 班 業 務 内 容 

企 画 班 企画政策班 

１ 災害ボランティアに関すること。 

２ 県への陳情に関すること。 

３ ＮＴＴ東日本秋田支店、東北電力ネットワーク大曲電力センター 

所管内の被害の情報収集に関すること。 

４ 所管の市有財産の被害調査及び応急対策に関すること。 

５ 災害対策本部の事務局業務に関すること。  

市民福祉部 

国保市民班 

１ 避難者名簿の作成に関すること。 

２ 部内の連絡調整に関すること。 

３ 所管の市有財産の被害調査及び応急対策に関すること。 

４ 防疫業務に関すること。 

５ 被災地のし尿処理に関すること。 

６ 廃棄物に関すること。 

７ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

社会福祉班 

１ 避難所設置に関すること。 

２ 所管に係る要援護世帯の安否に関すること。 

３ 罹災者の生活支援、援護に関すること。 

４ 被災した遺体の処理・安置・埋火葬等に関すること。 

５ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

６ 都内の連絡調整に関すること。 

７ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

こども家庭班 

１ 保育園児の安否確認に関すること。 

２ 所管の市有財産の被害調査及び応急対策に関すること。 

３ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

長寿支援班 

１ 高齢者要援護世帯及び介護施設利用者の安否に関すること。 

２ 所管の市有財産の被害調査及び応急対策に関すること。 

３ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

保健班 

１ 感染病の予防に関すること。 

２ 避難所における被災者の支援に関すること。 

３ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 
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部 班 業    務   内 容 

観光文化  

スポーツ部 

観光班 

１ 観光名所等の被害調査及び応急対策（田沢湖・角館観光協会と 

連携し、観光にかかわる被災情報の発信を含む。）に関すること。

２ 観光課所管の市有財産の被害調査及び応急対策に関すること。 

３ 部内の連絡調整に関すること。 

４ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

交流デザイン班 

１ 観光客及び学習体験旅行者の安否確認、連絡調整、情報伝達に 

関すること。 

２ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

文化財班 
１ 文化財施設被害調査及び応急対策に関すること。 

２ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

スポーツ振興班 
１ スポーツ施設被害調査及び応急対策に関すること。 

２ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

農林商工部 

商工班 

１ 商業・工業施設等の被害調査に関すること。 

２ 災害対策のための労働力の確保及び罹災者に対する就業相談 

に関すること。 

３ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

農業振興班 

１ 農作物及び畜産関係の被害調査及び応急対策に関すること。 

２ 所管の市有財産被害調査及び応急対策に関すること。 

３ 被災農家への技術指導に関すること。 

４ 部内の連絡調整に関すること。 

５ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

６ 主食の調達斡旋に関すること。 

農林整備班 

１ 農地、農道、農業用施設の被害調査及び応急対策に関するこ

と。 

２ 所管の市有財産被害調査及び応急対策に関すること。 

３ 産物、林道、森林被害及び森林土木の応急対策に関する 

こと。 

４ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

建設部 

建 設 班 

１ 道路・橋梁等の被害調査及び応急対策に関すること。 

２ 道路交通の確保・通行不能箇所等の表示に関すること。 

３ 土木施設災害復旧事業に関すること。 

（建築技術者及び従事者の確保を含む） 

４  公園施設等の応急対策に関すること。 

５ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

６ 被災建築物の危険度判定に関すること。 

７ 応急仮設住宅建設及び住宅応急修理に関すること。 

８ 部内の連絡調整に関すること。 

上下水道班 

１  飲料水の確保及び給水に関すること。  

２ 上下水道等の被害調査及び応急対策に関すること。 

３ 水道施設及び温泉施設の被害調査及び応急対策に関すること。 

４ 建設部所管の市有財産の被害調査に関すること。 

５ 建設部所管の災害関係の経理に関すること。 

６ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 
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部 班 業    務   内 容 

出納部 会計班 

１ 災害関係の経理に関すること。 

２ 見舞金の受付・保管及び分配に関すること。 

３ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

教育部 

学校教育班 

１ 所管の公有財産の被害調査及び応急対策に関すること。 

２ 避難所として指定している学校施設の管理に関すること。 

３ 児童、生徒、教職員の安全指導に関すること。 

４ 部内の連絡調整に関すること。 

５ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

生涯学習班 

１ 課の公有財産の被害調査及び応急対策に関すること。 

２ 避難所として指定している社会教育施設の管理に関すること。 

３ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

医療部 

医療管理班 

１ 公的医療機関及び医師会との連絡調整に関すること。 

２ 医療物資等の調達に関すること。 

３ 災害対策本部の事務局業務に関すること。 

角館診療班 

田沢湖診療班 

１ 被災者の医療救護に関すること。 

２ 医療関係者の動員に関すること。 

３ 医療器具及び医薬品の調達に関すること。 

４ 検疫に関すること。 

角館医事班 

田沢湖医事班 

１ 市立病院の被害調査及び応急対策に関すること。 

２ 医療救護所の設置に関すること。 

警防部 警防班 

１ 消防職員の運用、消防団員の指揮運用及び動員に関すること。 

２ 避難等の指示等の住民への伝達に関すること。 

３ 被災者の救出及び行方不明者の捜索に関すること。 

４ 遺体の収容に関すること。 

５ 避難誘導に関すること。 

６ 災害現場の情報収集に関すること。 

７ 警防資器材の輸送に関すること。 

８ 災害の予防、警戒及び防御に関すること。 

協力班 

１ 避難所開設を支援するとともに、運営協力に関すること。 

２ 備蓄物資の払い出しに関すること。 

３ 救援物資の受付・保管及び分配の支援に関すること。 

４ 災害対策本部からの協力要請に関すること。 
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第２節 動員計画 
（総務課） 

第１ 計画の方針 

火山災害応急対策活動に必要な要員を早急かつ円滑に招集するため動員の基準、動員のための

伝達系統等を定め、その活動を迅速かつ的確に行える体制を整える。 

 
第２ 職員の動員 

市内に災害が発生、又は発生するおそれがある場合、当該計画及び別に定める動員実施要領に

基づいて、職員を動員、被害状況の把握及び災害応急対策を実施する。 

１ 動員基準 

（１）第１動員 

項 目 内         容 

動員基準 災害警戒部を設置したとき 

動員の内容 

１ 情報収集・災害応急対策が円滑に実施できる体制とする 

２ 事態の推移に伴い速やかに高次の体制に移行し得る体制とする 

動員要員 部長等 

招集方法 所定の連絡方法による 

参集場所 予め指定された庁舎又は登庁可能な最寄りの庁舎 

活動内容 

１ 災害に関する情報の収集・伝達 

２ 災害対策部設置への移行準備 

３ その他市長からの特命事項 
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（２）第２動員 
 

項 目 内 容 

動員基準 １ 災害対策部を設置したとき 

２ 災害警戒部の動員を強化すべきと市長が認めたとき 

動員の内容 １ 情報収集、連絡の強化及び社会的混乱の防止を図るとともに、災害 

に対処できる体制を確立する。 

２ 事態の推移に伴い速やかに災害対策本部を設置できる体制とする 

動員要員 課長等以上の管理職 

招集方法 所定の連絡方法による 

参集場所 予め指定された庁舎又は登庁可能な最寄りの庁舎 

活動内容 １ 災害に関する情報の収集・伝達 

２ 災害対策本部の事務分掌に準じた災害応急対策 

３ 広報活動 

４ 災害対策本部設置への移行準備 

５ その他市長からの特命事項 

 

（３）第３動員 
 

項 目 内 容 

動員基準 災害対策本部を設置したとき 

動員の内容 災害発生に伴う救命・救助、避難対策及び災害応急対策等が円滑に実施 

できる体制とする。 

動員要員 全職員 

招集方法 所定の連絡方法による 

参集場所 予め指定された庁舎又は登庁可能な最寄りの庁舎 

活動内容 １ 災害発生に伴う救命・救助 

２ 避難対策 

３ 災害応急対策 

４ 災害に関する情報の収集・伝達 

５ 広報活動 

６ その他市長からの特命事項 
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２ 動員伝達系統 

（１）第１動員以上における職員招集の伝達は、携帯電話のメール配信又はデスクネッツ回覧を 

活用して市長の指示に基づき、指令担当が課長等以上の職員に伝達し、課長等はあらかじめ 

定めている課内連絡系統により課員に伝達するものとする。 
 
 

第１動員以上における連絡系統図 
 

市 長 副市長 

通報・報告 

指示 

配信 

⇒各課連絡系統 

 

 

 

⇒⇒⇒ 

 

※全職員に動員情報が伝達されるものとし、当該動員指名外の 

職員については、次の動員指令に即時対応できる態勢をとる。 

 

 （２）動員招集メールが使用できないなどの不測の事態が生じた場合は次のとおりとする。 

ア 勤務時間中における動員の伝達 

（ア）庁内の放送設備及び電話による伝達 

総務課長は、庁内放送又は庁内一斉連絡により職員に対し、配備の伝達をする。 

＜放送文（例）＞ 

市長の緊急命令を伝達します。 

○○○○のため、○○地域に被害が発生した模様である。○○時○○ 

分 災害対策本部 を設置し、応急対策を実施することとした。○○庁 

舎第○動員の職員は、直ちに配置につき応急対策の実施に万全を期され 

たい。 

 

（イ）使送による伝達 

庁内放送又は庁内一斉連絡ができない場合は、総務課長は、課員の使送により、各部 

局長に動員の伝達をする。 

各部局長は各課長に、又、各課長は各課員に伝達する。 

 

指令担当 

総務部長 総務課長 

総合防災課 

防災機関 

情 

報 

各部長・次長 

各課長等 課 員 
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イ  勤務時間外における動員の伝達 

（ア）総合防災課職員は、当市での噴火警戒レベルが「２」に上がったら、最寄りの庁舎等 

へ集合するものとする。 

（イ）指定職員及び地域センター等の職員並びに管理職員は、当市での噴火警戒レベルが

「３」以上に上がったら、最寄りの庁舎等へ集合するものとする。 

（ウ）火山噴火による災害が発生した場合、災害対策本部等の本部長（部長又は室長）の指 

示により、最寄りの庁舎等へ集合するものとする。 

（エ）通信その他の方法による伝達ができない場合 

職員は、災害対策本部等設置基準の災害を知覚した時点で、自主的に最寄りの庁舎又 

 は登庁可能な庁舎等へ集合するものとする。 

３ 動員活動系統 

局地的災害が発生した場合で、直接災害の影響を受けていない庁舎等の要員については、災

害対策本部等の本部長（部長又は室長）の指示により、災害発生管轄庁舎等に動員し、全庁挙

げて災害応急対策に臨み万全を図る。 

４ 動員の報告 

職員は、登庁後直ちに各庁舎等の司令班又は災害対策本部各班長若しくは地域班長に所属名

及び氏名を報告し、報告を受けた者は、所定の様式に記載し、総務部長に職員の登庁状況を報

告する。 

なお、他の部署においても、災害対策本部に準じた災害応急対策をとる部署においては同様

とする。 
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＜報告書式＞ 

 

動員報告書 

 

年   月   日   時   分報告 
 

庁舎又は部署名  報告者氏名  

【動員名簿】 

登庁時間 所属名 氏 名 登庁時間 所属名 氏 名 

      

      

      

      

      

 

 
合計  名 

 
 

第３ 応急公用負担 

１ 要 件 

火山災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、応急措置を実施するため 

緊急の必要があると認めるとき。 

２ 公用負担の内容 

（１）物的公用負担（災対法第６４条） 

ア 土地建物、その他の工作物の一時使用 

イ 土石、竹木その他の物件の使用又は収用 

ウ 現場の災害を受けた工作物又は物件で、応急措置の実施の支障となるものの除去、その 

他必要な措置 

（２）人的公用負担（災対法第６５条） 

市町村の区域内の住民又は当該応急措置を実施すべき現場にある者を従事させることがで 

きる。 

３ 公用負担の手続き等 

災害対策基本法施行令等で定めるところによる。 

４ 損失補償及び損害賠償 

災対法第８２条第１項、第８４条第１項の規定による。 

 

資料１４－１ 「市長等の応急公用負担」 
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第３節 相互応援協力計画 
 

    一般災害対策編第３章第３節の定めによる。 
 
 

第４節 消防防災ヘリコプターの活用計画 
 

    一般災害対策編第３章第４節の定めによる。 
 
 

第５節 自衛隊の災害派遣要請計画 
 

一般災害対策編第３章第５節の定めによる。 
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第６節 噴火警報・予報等の伝達計画 

（総合防災課、関係機関） 

第１ 計画の方針 

 市及び県は、仙台管区気象台地域火山監視・警報センターが発表する噴火警報・予報、火山

に関する情報等に関する住居地域住民の伝達手段として防災行政情報伝達システムなどの通信

整備に努め、観光客等に対する伝達手段の多角化を図る。 

１ 噴火警報等の伝達系統は次のとおりとする。 

市長は、噴火警報等の通報を受けた場合は、その内容を防災行政情報伝達システム、

サイレン、広報車等を用い、迅速かつ的確に関係機関及び住民・観光客等に伝達し、周知

徹底に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

注）二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第８条第１号及び第９条の規定に基づく法定伝達先。 

注）二重線の経路は、気象業務法第１５ 条の２によって、特別警報の通知もしくは周知の措置が義務付けられている伝達経路。 

注）太線及び二重線の経路は、火山現象警報、火山現象特別警報、火山の状況に関する解説情報（臨時の発表であることを明記したもの

に限る。）及び噴火速報が発表された際に、活動火山対策特別措置法第１２条によって、通報又は要請が義務づけられている伝達経路。 

仙台管区気象台 警察庁 秋田県警察本部 警察機関 

仙北市 
関係団体 消防庁 

東日本電信電話会社（株） 

西日本電信電話会社（株） 秋田県 

日本放送協会 

報道局 

日本放送協会 

秋田放送局 

各報道機関 

各関係機関 

東北地方整備局 

秋田河川国道事務所 
関係河川国道事務所等 

東日本旅客鉄道（株） 

秋田支社 
関係各駅等 

東北電力ネットワーク（株）秋田支社 

東北電力ネットワーク（株）各電力センター 

秋田地方気象台 

住
民
・
登
山
者
等 

関係機関 

（鉄道気象通報） 

（電力気象通報） 
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第７節 災害情報の収集・伝達計画 
（各機関） 

第１ 計画の方針 

災害情報は、火山災害応急対策及び災害復旧・復興対策に関する基礎的要件として不可欠なも

のであり、県及び市並びに関係機関が相互に緊密な連携を保持し、迅速かつ正確な情報収集・伝

達及び情報の共有化を図る。 

 
第２ 情報収集体制及び伝達系統 

１ 火山災害が発生した場合は、県及び市並びに関係機関は、その所掌する事務又は業務に関して 

積極的に自らの職員を動員して、情報収集にあたるものとする。 

２ 市は、関係機関の協力を得て、災害発生直後において概括的な被害情報、ライフライン被害の

範囲、医療機関を訪れた負傷者の状況等の被害の規模を把握するとともに、必要に応じて国・県

の現地連絡員の派遣を受けて、相互に関連する災害情報の収集にあたる。 

３ 市及び関係機関は、被害規模を含む概括的な災害情報を上級機関に報告するとともに、災害応

急及び災害復旧・復興対策活動に関して、適時適切に情報交換を相互に行うものとする。 

特に市内で発生した人的被害（死者・行方不明者数）については、県が一元的に集約・調整を

行い、適切に管理して得られた情報については、県との綿密な連携のもと、同被害の内容整理・

突合せ・精査を行い、誤りや遺漏がないよう留意するとともに、指揮系統を経て直ちに消防庁へ

報告するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県総合防災情報 
システム 

県総合防災情報 
システム 

仙北地域振興局 
総務企画部 

仙 北 市 
消防機関 

防災関係機関 

地方機関（国） 
関係各事務所 

県総合防災課 県庁内関係各課 

市  民 

必要に応じ 防災行政情報伝達システム等 

消防本部 消防署 消防団 
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４ 市及び関係機関は、田沢湖・角館観光協会を通じて観光事業者及び山岳会並びにホテル旅館組

合等と相互に連携し、火山災害情報を共有するとともに、観光客や入山者等の迅速・的確な安否

情報の収集に努める。 

５ 市は、必要に応じて火山災害情報を市民等に防災行政情報伝達システム・安全安心メール・緊

急速報メール・広報車による広報で伝達するとともに、新たな情報管理システムを整備して、市

民等への確実な情報伝達に留意する。 

 

第３ 火山噴火の影響と土砂災害警戒情報 

火山噴火の発生に併せて秋田県と秋田地方地方気象台が共同して土砂災害警戒情報を発表した

場合、火山泥流や土石流の発生が懸念される。  

 その際、市は、これらを直ちに防災行政情報伝達システム、安全安心メール、緊急速報メール

及び広報車等で市民等に広報し、避難情報の発信や事後の災害応急対応を周知し、適切な行動が

とれるよう留意する。また、併せて災害情報の収集に努めるとともに、国、県及び関係機関との

連携・協力体制を図るものとする。 

 
第４ 異常現象発見時の措置 

１ 異常現象を発見した場合 

次に示すような火山災害が発生するおそれがある異常な現象を知覚した者は、速やかに市長を

はじめとする市職員、関係部課及び警察・消防署等に通報するものとする。また、通報を受けた

市長は、その内容を総合判断し、必要に応じて、速やかに関係機関へ通報するものとする。 

（１）噴火及びそれに伴う降灰等 

（２）火山地域での火映・鳴動の発生及び地震の群発 

（３）火山地域での山崩れ、地割れ、地盤の上昇・沈下及び陥没等の地形変化 

（４）噴気噴煙の量・色・臭い・色・温度、昇華物等の顕著な変化 

（５）顕著な地温上昇、地熱地帯の新生・拡大・移動、草木の立ち枯れ等 

（６）火山付近の湖沼・河川の水量・濁度・臭い・色・水温の異常、発泡、軽石・死魚の浮

上・噴火現象及びこれに伴う降灰砂等 
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第５ 火山災害の影響を受けた特殊災害発生時の措置 

火山災害の影響を受けた大規模な火災、爆発、危険物の流出、有毒ガスの発生及び車両事故等の 

特殊災害が発生した場合の通報、連絡系統は次によるものとする。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 被害状況等の調査 

総務部庶務班は、調査員の報告をまとめ災害対策本部長に報告するとともに、関係機関へ通報す 

る。 

市 民 

仙 北 市 

仙北地域振興局総務企画部 

県総合防災課 

角館消防署 
田沢湖消防分署 
西木消防分署 

仙北警察署 

保 健 所 

指定地方 
行政機関 

県医務薬事課 

危険物等関係法令による通報 
高圧ガスによる災害 

県環境管理課 

医療機関 

県総合防災課消防保安室 

発 

生 

事 

業 

所 

及 

び 

異 

常 

現 

象 

発 

見 
者 

避難の警告 
（発災事業所） 

警戒区域の設定 
（立入制限退去命令及び避難指示） 

出動命令又は要請 

出動要請 

毒物及び劇物取締法第１６条の２による通報 

毒物薬物による災害 

公害 

石油類等危険物 
による災害及び 
災害全般 

職員派遣要請 

医療救護活動の 
協力要請 

自 衛 隊 

災害派遣要請 

火薬類による災害 

県クリーンエネルギー産業振興課 
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第７ 被害報告要領 

火山災害による被害が生じたとき、市長は本部に集約された被害情報を整理し、次の区分によ

り、所定の様式に基づき県総合防災課へ通報する。 

 ただし、県総合防災課に報告できないとき及び迅速な報告を要する火災・災害等については、

総務省消防庁へ直接報告するものとする。 
 
 

＜災害対策基本法第５３条に基づく被害状況等の報告ルート＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

《消防庁連絡先》 
 

 勤 務 時 間 内 

（応急対策室） 

勤 務 時 間 外 

（消防庁宿直室） 

ＮＴＴ回線 
０３－５２５３－７５２７(ＴＥＬ)

０３－５２５３－７５３７(ＦＡＸ)

０３－５２５３－７７７７(ＴＥＬ)

０３－５２５３－７５５３(ＦＡＸ)

地域衛星通信ネットワーク
０４８－５００－９０－４９０１３

(ＴＥＬ)

０４８－５００－９０－４９１０２

(ＴＥＬ)

消防防災無線 

*－９０－４９０１３

(ＴＥＬ)

*－９０－４９０３３

(ＦＡＸ)

*－９０－４９０１２

(ＴＥＬ)

*－９０－４９０３６

(ＦＡＸ)

法第５３条第１項で定められている 
報告事項は施行令第２１条で示すもの 

仙 北 市 

法第５３条第１項 法第５３条第２項 

県総合防災課 消 防 庁 

（県総合防災課に報告できない場合、特に迅速に報告すべき火災・災害等） 

県（仙北地域振興局 
総務企画部） 

状況に応じて報告 
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１ 災害概況報告 

災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況等を報告する場合、災害の当初の段階で被害状

況が十分把握できない場合（例えば、第一報で死傷者の有無等を報告する場合）には１ 号様

式を用いて報告する。 

（１）災害の概況 

ア 発生場所、発生日時 

当該災害が発生した具体的地名（地域名）及び日時を記入すること。 

イ 災害種別概況 

（ア）風水害については、降雨の状況及び河川の氾濫、溢水、崖崩れ、地すべり、土石流等 

の概況 

（イ）雪害については、降雪の状況並びに雪崩、溢水等の概況 

（ウ）火山噴火については、噴火の状況及び溶岩流、泥流、火山弾、火山灰等の概況 

（エ）その他これらに類する災害の概況 

（２）被害の状況 

 当該災害により生じた被害の状況について、判明している事項を具体的に記入する。その 

際、特に人的被害及び住家の被害に重点を置く。 

１１９番通報の件数を記入する欄については、第３ 直接即報基準に該当する災害におい

て、市町村から消防庁に直接報告をする際に記入すること。 

なお、１１９番通報件数については、災害対応の初動段階において、災害の規模を推察す

る上で重要な情報となるため、集計が困難な場合は、入電の多寡について可能な限り報告を

すること。 

（３）応急対策の状況 

ア 当該災害に対して、災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等を設置した場

合には、その設置及び廃止の日時を記入すること。 

        なお、複数の市町村で災害対策本部等を設置するなど、当該欄に記入できない場合に

は、任意の様式を用いて報告をすること。 

また、庁舎被害等の発生に起因して、予定された場所以外に災害対策本部等が設置さ

れるなど特記すべき事象がある場合は、その旨を併せて記入すること。 

イ  消防機関等の活動状況については、地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、

消防組織法第３９条に基づく応援消防本部等について、その出動規模、活動状況等をわ

かる範囲で記入すること。 

ウ  自衛隊の災害派遣要請を行った場合には、その日時及び内容を記入すること。 

エ  その他都道府県又は市町村が講じた応急対策については、避難所の設置状況、他の地方



火山災害対策編 P64 

公共団体への応援要請等について記入すること。  

また、大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報が発表された場合などにおいては、警

報の伝達、避難指示等の発令状況等の警戒・避難対策について記入すること。なお、避

難指示等の発令状況については、第４号様式（その１）別紙を用いて報告すること。 

２ 被害状況速報 

  管内の被害状況や避難に関する状況等を把握できる段階に至った場合、第４号様式（その２）

を用いる。 

（１）各被害欄  

原則として、報告の時点で判明している最新の数値を記入する。ただし、被害額 について

は、省略することができる。 なお、「水道」、「電話」、「電気」及び「ガス」について

は、それぞれ報告時点における断水戸数、通話不能回線数、停電戸数及び供給停止戸数を記

入すること。  

（２）災害対策本部等の設置状況 

当該災害に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事 故対策本 

部等を設置した場合には、その設置及び廃止の日時について記入するこ と。 

（３） 災害救助法適用市町村名  

市町村毎に、適用日時を記入すること。  

（４） 災害の概況  

災害の概況欄には次の事項を記入すること。 

ア 災害の発生場所 被害を生じた市町村名又は地域名  

イ 災害の発生日時 被害を生じた日時又は期間 

ウ 災害の種類、概況 台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等の種別、災害の経

過、今後の見 通し等  

（５）応急対策の状況  

消防機関等の活動状況について記入するとともに、自衛隊の災害派遣要請を行 った場合に

はその日時及び内容を記入すること。 また、その他の欄については、避難所の設置状況、災

害ボランティアの活動状況等を記入すること。 
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３ 災害確定報告 

災害の応急対策が終了してから２０日以内に第１号様式により報告する。 

４ 災害中間年報 

毎年１月１日から１２月１０日までの災害による被害の状況について、１２月１０日現在で明

らかになったものを第２号様式により報告するものとする。 

５ 災害年報 

毎年１月１日から１２月３１日までの災害による被害の状況について、翌年の４月１日現在で

明らかになったものを第３号様式報告するものとする。 
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災害通信連絡系統図 
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５ 災害状況報告の様式 
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被害の認定基準 
 

分類 用 語 被 害 程 度 の 認 定 基 準 

人 
 

 

的 
 

 

被 
 

 

害 

死 者 当該災害が原因で死亡した死体を確認した者、又は、死体を確認 

することができないが死亡したことが確実な者。 

 

災 害関連

死者 

当該災害による負傷の悪化又は避難生活等における身体的負担に

よる疾病により死亡し、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４

８年法律第８２号）に基づき災害が原因で死亡したものと認められ

たもの（実際には災害弔慰金が支給されていないものも含めるが、

当該災害が原因で所在が不明なものは除く。） 

行方不明者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのある者。 

負 

傷 

者 

重 傷者 当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のあ 

る者のうち、１ケ月以上の治療を要する見込みの者。 

軽 傷者 当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のあ 

る者のうち、１ケ月未満の治療で治癒できる見込みの者。 

 
 
 
住 
 
 
 
 

家 
 

 
 
 

被 
 

 
 
 

害 

住 家 現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家で 

あるかどうかを問わない。 

全     壊 住家がその居住のための基本的機能を滅失したもの、すなわち、住家全 

部が倒壊、流出、焼失したもの、又は住家の損壊が甚だしく、補修により 

元どおりに再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼 

失若しくは流失した部分の床面積がその住家の延床面積の７０％以上に達

した程度のもの又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占め

る損害割合で表し、その住家の損害割合が５０％以上に達した程度のもの

とする。 

大規模半壊 
居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補

修を行わなければ当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損

壊部分がその住家の延床面積の ５０％以上７０％未満のもの、または住家

の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その

住家の損害割合が４０％以上５０％未満のものとする。 

中規模半壊 
居住する住宅が半壊し、居室の壁、床又は天井のいずれかの室内に面す

る部分の過半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ当該住宅に居住

することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の ３

０％以上 ５０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を

住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が ３０％以上 ４

０％未満のものとする。 

 

半    壊 

 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、 

住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元どおりに再使用できる程度のもの 

で、具体的には、損壊部分がその住家延床面積の２０％以上３０％未満の

もの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割

合で表し、その住家の損害割合が２０％以上３０％未満のものとする。 
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準 半 壊 住家が半壊又は半焼に準ずる程度の損傷を受けたもので、具体的

には、損壊部分がその住家の延床面積の １０％以上 ２０％未満の

もの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占め

る損害割合で表し、その住家の損害割合が １０％以上 ２０％未満

のものとする。 

一 部 破 損  全壊及び半壊に至らない程度の住家の破損で、修理を必要とする 

程度のものとする（床上浸水及び床下浸水に該当するものを除

く）。ただし窓ガラス数枚が破損した程度のごく小さいものを除

く。 

床 上 浸 水  全壊及び半壊に該当しない場合において、浸水がその住家の床よ

り上に浸水したもの及び土砂竹木等の堆積により一時的に居住する

ことができないものとする。 

床 下 浸 水  全壊及び半壊に該当しない場合において、床上浸水に至らない程

度に浸水したものとする。 

非 

住 

家 

被 

害 

非 住 家 
住家以外の建物で、この報告中他の被害箇所項目に属さないもの 

とする。これらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住家 

とする。 

公 共 建 物  
例えば、市役所庁舎、公民館、公立保育所等の公用又は、公共用 

に供する建物とする。 

そ の 他 公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 
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分類 用 語 被 害 程 度 の 認 定 基 準 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
の 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
他 

田 
流失･埋没 

耕土が流失し、又は砂利等の堆積のため耕作が不能となったもの 

とする。 

冠 水 稲の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。 

畑 
流失･埋没 

田の例に準じて取り扱うものとする。 
冠 水 

学    校 

学校教育法（昭和２２ 年法律第２６ 号）第１条に規定する学校

をいい、具体的には、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、中

等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校における教育の

用に供する施設とする。 

道 路 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第 ２ 条第 １ 項に規定す

る道路のうち、橋りょうを除いたものとする。 

橋 り ょ う  道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋とする。 

河 川 

河川法（昭和３９年法律第１６７号）が適用され、若しくは準用 

される河川、若しくはその他の河川又はこれらのものの維持管理上 

必要な堤防、護岸、水利床止その他の施設若しくは沿岸を保全する 

ために防護することを必要とする河岸とする。 

砂 防 

砂防法（明治３０年法律第２９号）第１ 条に規定する砂防設備、 

同法第３条の規定によって同法が準用される砂防のための施設又は 

同法第３条の２の規定によって同法が準用される天然の河岸とす

る。 

急 傾 斜 地  

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律 

第５７号）第２条第２項に規定する急傾斜地崩壊防止施設とする。 

地 す べ り  

地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第 ２ 条第 ３ 項

に規定する地すべり防止施設とする。 

清 掃 施 設 ごみ処理及びし尿処理施設とする。 

鉄 道 不 通 鉄道の通行が不能となった程度の被害をいう。 

電 話 通信施設の被害によって、電話が不通となった回線数とする。 

水 道 上水道及び簡易水道施設の被害によって断水した戸数とする。 

電 気 電力施設の被害によって、停電及び供給停止した戸数とする。 

ガ ス 一般ガス事業及び簡易ガス事業で供給停止になっている戸数とす

る。 

ブロック塀  倒壊したブロック塀及び石塀の箇所数とする。 

水道、電話、電気、ガスについては、即報時点における断水戸数、通話不通回線 

数、停電戸数を記入する。ただし、災害確定報告にあっては最も多く発生した時点 

における数値を記入する。 
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分類 用  語 被  害  程  度  の  認  定  基  準 

罹 災 世 帯 

災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け、通常の生活を維 

持できなくなった生計を一にしている世帯とする。例えば寄宿舎、下 

宿その他これに類する施設に宿泊するもので、共同生活を営んでいる 

ものについては、これを一世帯として扱い、また同一家屋の親子、夫 

婦であっても、生活が別であれば分けて扱うものとする。 

罹  災  者 罹災世帯の構成員をいう。 

火 災 発 生 地震又は火山噴火の場合のみ記入する。 

 
 
 
 

 
被 
 
 
 
 
 
 
 
 

害 
 
 
 
 
 
 
 
 

金 
 
 
 
 
 
 
 
 

額 

公立 

文教施設 

公立学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和２２年法律第２４７号） 

による国庫負担の対象となる施設をいい、公立の学校で学校教育法第 

１条に規定する施設とする。 

農林 

水産業施設 

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律 

（昭和２５年法律第１６９号）による補助対象となる施設をいい、具

体的には、農地、農業用施設、林業用施設、及び共同利用施設とす

る。 

公共 

土木施設 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和２６年法律第９７

号）による国庫負担の対象となる施設をいい、具体的には河川、砂防

設備、林地荒廃防止設備、道路とする。 

その他の 

公共施設 

公共文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施設を 

いう。例えば、庁舎、公民館、児童館、都市施設等の公用又は公共用 

に供する施設とする。 

災害中間年報および災害年報の公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設

及びその他の公共施設については、未査定額（被害見込額）を含んだ金額を記入

する。 

農 産 被 害 
農林水産業施設以外の農産被害をいう。例えばビニ－ルハウス、農 

産物等の被害とする。 

林 産 被 害 
農林水産業施設以外の林産被害をいう。例えば立木、苗木等の被害 

とする。 

畜 産 被 害 
農林水産業施設以外の畜産被害をいう。例えば家畜、畜舎等の被害 

とする。 

商 工 被 害 
建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等 

とする。 

※人的被害は、「災害報告取扱要領（昭和４５年４月１０日消防防第２４６号消防庁長官（令和５

年５月消防応第５５号）（以下「災害報告取扱要領」という。）」による。 

※ 住家、全壊、半壊、一部損壊、床上浸水及び床下浸水は、「災害報告取扱要領」による。 
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※ 大規模半壊、中規模半壊、準半壊は、「災害に係る住家の被害認定基準運用指針（令和３年３

月）内閣府（防災担当）」によるが、詳細は次のとおり。 

・大規模半壊 ： 「被災者生活再建支援法の一部を改正する法律の施行について（平成１６年４

月１ 日付け府政防第３６１ 号内閣府政策統括官（防災担当）通知）」によ

る。 

・中規模半壊 ： 「被災者生活再建支援法の一部を改正する法律の施行について（令和２年１２

月４日付け府政防第１７４６号内閣府政策統括官（防災担当）通知）」によ

る。 

・準 半 壊 ： 「災害救助事務取扱要領（令和２年３月３０日付け内閣府政策統括官（防災担

当））」による。※非住家の被害は、「災害報告取扱要領」による。
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第８節 孤立地区対策計画 

（各機関） 

第１ 計画の方針 

火山災害が発生した場合の避難路は、秋田駒ヶ岳では県道西山生保内線と県道駒ヶ岳

線、秋田焼山では国道３４１号のそれぞれ１本しかない。特に秋田駒ヶ岳においては、北

部カルデラの噴火時に火砕流、溶岩流、融雪型火山泥流等が北部カルデラを流出した場合

は、これらが県道西山生保内線を横断し、孤立地区が発生する可能性が高いと予想され

る。 

また、この範囲には、住民だけでなく旅館の宿泊客や登山者等もいるため、迅速な避難

誘導と、地区内の公共施設等を備蓄倉庫に充てるなどの対策が必要となる。 

 

第２ 迅速な避難体制確保 

火山災害の発生が予想された場合、市及び県は関係機関、旅館業者と連携し、孤立予想

地区の住民及び滞留者をいち早く避難させるための輸送計画を立てるものとする。市及び

県は、避難路が火砕流等により寸断された場合、孤立地区内または地区の近隣に臨時ヘリ

ポートを設置し、自衛隊、県防災及び消防防災ヘリコプター等により物資供給、被災者及

び救急患者の輸送、被害情報収集等を実施する。 

 

第３ 通信手段の確保 

電気通信事業者は、通信回線の早期復旧を図るとともに併せて代替通信器の整備に努め

る。 

県及び市は通信の途絶を想定し、災害に強い衛星携帯電話機などの通信機器を整備す

る。 

また、通信機器に安定した電力を供給するため、自家発電機の整備と発電燃料の備蓄に

努める。 

 

第４ 電力の確保 

電力業者は、停電の早期復旧を図るとともに、停電の長期化を想定した移動自家発電機

の配備に努める。 

県及び市は小型可搬型自家発電機を緊急物資備品目に指定し、計画的な整備に努める。 

 

第５ 緊急物資の備蓄 

孤立地区内に次の緊急物資の備蓄に努める。 

１ 飲料水（ミネラルウォーター、お茶等） 
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２ 給水用品（浄水器、給水用ポリ容器、ポリ袋） 

３ 食料品（米、保存食品、乳児用ミルク、その他） 

４ 生活雑貨（トイレットペーパー、生理用品、おむつを含む日用雑貨品、下着、防寒着） 

５ 冷暖房器具（ストーブ、温風ファン、携帯カイロ等、停電時に使用できる暖房器具等） 

６ 燃料（暖房用、炊事用、発電用） 

７ 医薬品（風邪薬、胃腸薬、解熱剤、膏薬、消毒薬、絆創膏、包帯等） 

８ 簡易トイレ 

９ その他（必要雑貨） 

 
第６ し尿、ごみの処理 

汲み取り運搬車の運行不能を想定し、住家等に被害を及ぼさない処理場所を選定しておくと

ともに、各家庭においても自助の部分（３日分程度）で使用する簡易トイレの備蓄に努めるこ

とを奨励するものとする。また、ごみは河川近くを避け、環境衛生上支障のない場所を見積も

り集積するものとする。 
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第９節 通信運用計画 
 
一般災害対策編第３章第９節の定めによる。 

 

第１０節 広報計画 
（総務部） 

第１ 計画の方針 

市は、火山災害発生時の混乱を防止し、民生の安定と秩序の回復を図るため、災害応急対策

の実施状況等、被災者ニーズを十分把握し、効果的な広報活動を行う。 

 また広報は、県及び市が行うものの他、報道機関等との密接な連携のもとに、災害の状況及

び災害応急対策の実施状況等を定期的あるいは適時性を重視して広報し、民生の安定と秩序の

回復に寄与する。 

 なお、火山災害の特性から、その影響が広域にわたるため、広報に当たっては、要配慮者を

含む市民はもとより、来市している不特定多数の観光客等に対しても、もれなく広報するた

め、公共交通機関への情報掲示や道路等の電光掲示板を活用して広報に努めるものとする。 

 
第２ 災害情報等に対する広報担当 

１ 災害状況、被害状況に関する広報は、すべて災害対策本部等が担当し、情報開示を行う。 

２ 各部において広報を必要とする事項は、すべて総務部広報班に連絡、相互調整し、一括して市 

として情報開示を行う。 

 
第３ 災害時の広報活動 

１ 総務部広報班は、災害対策本部の各部が把握する災害情報その他の広報資料を積極的に収集す 

るものとする。 

２ 総務部広報班は、必要に応じて災害現地に出向き、写真、ビデオ、その他の取材活動を実施す 

るとともに、民間人が撮影した写真等についても相互調整により活用するものとする。 

３ 広報として適切かつ公正な情報公開に努めるとともに、風評被害やデマ等の誤った情報につい 

て監視、チェックする。また、事実と異なる報道内容や根拠のないデマ等に対しては、毅然とし 

た態度で、適切な対応を実施する。 

 
第４ 住民及び観光客等に対する広報の方法 

収集した災害情報及び災害応急対策など、住民及び観光客等に周知すべき広報は広報内容に応じ 

て、次の方法により行う。 

１ 市の防災行政情報伝達システム、安全安心メール及び市のホームページを活用して行う。 

２ 市職員を直接現地に派遣し、広報車等で行う。（通信施設が途絶したときなどの場合） 

３ 行政連絡員を通じて行う。 
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４ 民生委員を通じて行う。 

５ 報道機関を通じて行う。 

６ 田沢湖・角館観光協会を通じて地元旅館事業者、観光業者等に依頼して行う。 

７ その他、公共施設に掲示するとともに、調整して道路等に掲示してある電光掲示板を活用し 

て行う。 

 

第５ 報道機関に対する情報提供の方法 

１ 報道機関に対する情報の提供は、すべて総務部広報班において行うものとする。 

２ 広報内容については、あらかじめ災害対策本部長の承認を得ておくものとする。 

３ 災害発生後の広報は適時適切に実施するとともに、重要な発表内容については、記者会見を開 

いて丁寧に説明、発表する。なお、定期的な報道内容については、掲示物による広報として情報

を開示する。 
 

 

第６ 広報の内容 

１ 火山災害発生直後の広報 

（１） 災害対策本部の設置状況 

（２） 火山災害の概要 

（３） 高齢者等避難、避難指示 

（４） 避難場所等の開設状況 

（５） 上記以外の災害応急対策の実施状況 

（６） 交通、通信その他の公共施設の状況 

（７） パニック防止の呼び掛け 

（８） 出火と盗難防止の呼び掛け 

（９） その他必要な事項 

２ 災害の状況が静穏化した段階の広報 

（１） 被害情報及び災害応急対策の実施状況 

（２） 安否情報 

（３） 生活関連情報 

   ア 電気・水道・ガス 

   イ 食糧・生活必需品の供給状況 

（４） 通信施設の復旧状況 

（５） 道路交通状況 

（６） 交通機関の運行状況 
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（７） 医療機関の活動状況 

（８） その他必要な事項 

３ 災害応急対策実施責任者はあらかじめ、その所掌する災害広報に関し、迅速性を重視するた

め、定型部分の内容については、あらかじめ広報文として定めておくものとする。 
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第１１節 避難対策計画 
（各機関） 

第１ 計画の方針 

火山災害が発生し又は発生するおそれがある場合に、人命の安全を第一に防災行政情報伝達

システム、安全安心メール、緊急速報メール及び広報車等を活用、災害のおそれを含む情報を

市民等に迅速に提供して、先ず自主避難を促すとともに、速やかに該当地域を決定し、現地の

確認と警報等の発表の有無・予想される災害の特性を総合的に判断して、避難指示等を関係す

る地域住民、観光客等に発令し、人的被害の防止を図る。 

なお市は、避難場所等への誘導及び指定避難所の開設にあたっては、関係する自主防災組織

等、関係部局及び関係機関と連携して速やかに実施する。 

また、その際に要配慮者と観光客等及び女性に対する配慮を重視するとともに、避難者のプ

ライバシーの保護対策についての徹底を図る。 

 
第２ 高齢者等避難、避難指示及び警戒区域指定の実施責任者 

１  高齢者等避難、避難指示の実施責任者 
 

実 施 責 任 者  内  容（要件） 根  拠  法 

市  長 災  害  全  般 ・災害対策基本法第６０条 

 

警  察  官 
災害全般（ただし、市長が避難のため 

の立退きを指示することができないと認 

められるとき、又は市長から要求があっ 

たとき） 

・災害対策基本法第６１条 

・警察官職務執行法第 ４ 条 

 

知  事 
災害全般（ただし、災害の発生により 

市がその全部又は大部分の事務を行うこ 

とができなくなったとき） 

・災害対策基本法第６０条 

自  衛  官 災害全般（警察官がその場にいない場 

合に限る） 

・自衛隊法第９４条 

知事又はその命を 

受けた職員 

水防管理者 

（市  長） 

洪水についての避難の指示 

・水防法第２９条 

知事又はその命を 

受けた職員 

地すべりについての避難の指示 ・地すべり等防止法第２５条 
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２  警戒区域設定の実施責任者 
 

実 施 責 任 者 内  容（要件） 根  拠  法 
 

市  長 
災害全般（災害が発生し、又は、災害 

が発生しようとしている場合で、人の生 

命又は身体に対する危険を防止するため

に特に必要があると認めるとき） 

 

・災害対策基本法第６３条 

 

警  察  官 
災害全般（同上の場合においても、市 

長若しくはその委任を受けた市の吏員が 

現場にいないとき、又はこれらの者から 

要求があったとき） 

 

・災害対策基本法第６３条 

災害派遣を命ぜられ 

た部隊等の自衛官  

災害全般（同上の場合においても、市 

長等及び警察官がその場にいないとき） 

・災害対策基本法第６３条 

消  防  吏  員 

又  は  消  防  団  

水害を除く災害全般（災害の現場にお 

いて、活動確保する必要があるとき） 

・消防法第２８条、第３６

条 

水防団長、水防団員 

又は消防機関に属す 

る者 

 

洪水（水防上緊急の必要がある場合） 
 

・水防法第２１条 

 
 

３ 自主避難、高齢者等避難、避難指示の基準及び報告 

（１）基準 

ア 自主避難、高齢者等避難、避難指示 

市民を避難させるにあたっては、噴火警戒レベルの発表に併せて避難指示等を発

令するとともに、自主避難については、気象庁（秋田地方気象台・仙台管区気象

台）や県との緊密な連携のもと、その時の情勢を検討し、次の基準により行う。 

なお、避難指示等の目安としては、おおむね次の事項を参酌する。 

（ア）自主避難の場合は、火山活動の活発化は顕著なものの、噴火警戒レベル上昇

に至っていない時 

（イ）火砕流等の発生が予測され、居住地域に達するおそれがあると認められる時 

（ウ）積雪期において、火砕流等の発生により河川沿いに融雪型火山泥流の発生が

予測されるとき 

（エ）降雨時に土石流の発生により河川沿いの居住地域に危険が及ぶと予測される

とき 

（オ）降下火砕物の落下等により危険性が予測されるとき 
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種  別 基  準 

自 主 避 難 
火山活動の活発化は顕著なものの、噴火警戒レベル上昇に至っていない

とき 

 

高齢者等避難 

 

避難指示発令の可能性が大きいと判断されるとき、避難行動要支援者

及び警戒が必要な居住地域の住民に通知する。 

細部は、避難計画による。 

避 難 指 示 

火山噴火等災害が発生し、かつ拡大の予想判断をしたとき、当該被災 

地域又は被災するおそれがある区域の住民や観光客等に対し、本防災計 

画で指定した避難場所・避難所への避難指示の通知をする。 
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イ 秋田駒ヶ岳の噴火警戒レベルに対応した避難行動の基準 

噴火警戒レベルに応じ、居住地域内で火山災害の影響を受ける可能性の高い行政区につ 

いて、次表を基準として避難情報のタイミングを判断する。 

また、噴火警戒レベル２以上が発表された場合は、状況を見極めながら八合目園地休憩 

所の閉鎖及びたざわ湖スキー場ゲレンデと施設への立ち入り規制（禁止）について、県及

び関係機関と協議しながら実施するものとする。 
 

噴火警戒レベル 避難情報 対象となる施設・住居地域 

レベル５ 

（避難） 
避難指示 

〇 乳頭温泉郷、高野、小先達、石神、春山、田沢湖

高原温泉郷、水沢地区、先達、下中生保内、田沢地

区 

※非積雪期の場合、先達、下中生保内、田沢地区は高

齢者等避難を発令 

レベル４ 

（高齢者等避難） 

避難指示 

〇 造道、上中生保内 

※必要に応じ、火山防災協議会の助言に基づき、石神

地区に避難指示を発令 

高齢者等避難 

〇 乳頭温泉郷、高野、小先達、石神、春山、田沢湖

高原温泉郷、水沢地区 

※積雪期には、上記各地区に加え、先達、下中生保

内、田沢地区へ高齢者等避難を発令 

レベル３ 

（入山規制） 

避難指示 〇 警戒範囲※１ 

高齢者等避難 〇 造道、上中生保内 

レベル２ 

（火口周辺規制）
避難指示 

 〇 八合目園地休憩所、たざわ湖スキー場ゲレンデ、

警戒範囲※２ 

 ※必要に応じて警戒範囲には高齢者等避難を発令 

※１：想定火口域から概ね２ｋｍ以内の範囲 

※２：想定火口縁域から概ね１ｋｍ 以内の範囲 

ウ 秋田焼山の噴火警戒レベルに対応した避難対応 

噴火警戒レベル 避難情報 対象となる施設・住居地域 

レベル５ 

（避難） 

避難指示 
○ 大深温泉、玉川温泉、新玉川温泉、玉川酸性水中

和処理施設、警戒範囲※３に入る施設 

レベル４ 

（高齢者等避難）

レベル３ 

（入山規制） 
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    ※３：マグマ噴火あるいはマグマ水蒸気噴火で想定される大きな噴石の影響が及ぶ火口から概

ね４ｋｍ の範囲、火砕流・火砕サージ及び融雪型火山泥流（積雪期のみ）の影響が及ぶ

居住地域近くまでの河川流域（熊沢川、渋黒川、玉川、叫沢） 

※４：水蒸気噴火で想定される大きな噴石の影響が及ぶ火口から概ね１ｋｍ の範囲、及び火砕

流・火砕サージが火口から概ね１ｋｍ を越えて影響が及ぶ叫沢上流域 

 

エ 報 告 

市長は、高齢者等避難や避難指示、又は立退き先を指示したときは、速やかにその旨知事

へ報告する。また、市長が警察官から避難のための立退きを指示した旨の通知を受けたとき

及び避難等の必要がなくなったときも同様に知事に報告する。 
 
 
 
 
 

（２）警 察 官 

ア 警察官職務執行法による措置 

 災害で危険な事態が生じた場合、警察官は、その場に居合わせた者、その事物の管理者そ

の他関係者に必要な警告を発し、及び危害を受けるおそれのある者を避難させ、又は必要な

措置をとることを命じ、又は自らその措置をとる。 

イ 災害対策基本法による指示 

市長による避難指示ができないと認められるとき、又は市長から要求があった時は、警察

官は必要と認める地域の居住者、滞在者その他に対し避難のための立退きを指示する。 

ウ 報告・通知 

（ア）上記①により警察官がとった措置については、順序を経て公安委員会に報告する。 
 
 
 
 

（イ）上記②により避難のための立退きを指示したとき及び避難の必要がなくなったとき 

は、その旨を市長に通知する。 
 
 
 
 
 
 
 

（３）自衛官 

ア 避難等の措置 

噴火警戒レベル 避難情報 対象となる施設・住居地域 

レベル２ 

（火口周辺規制）
高齢者等避難 

〇 大深温泉、玉川温泉、新玉川温泉、玉川酸性水

中和処理施設、警戒範囲※４に入る施設 

警 察 官 公安委員会 

市  長 知  事 

警 察 官 市  長 公安委員会 
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知事又はその命を受けた職員 警察署長 

自衛隊法により災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、警察官がその場にいない場合に 

限り、上記（２）の①警察官職務執行法による措置による避難等の指示をする。 

イ 報 告 

上記①により自衛官がとった指示については、順序を経て長官の指示する者に報告する。 
 

 
 
 
 

（４）水防管理者 

ア 指 示 

洪水の氾濫により著しい危険が切迫していると認められるときは立退くことを指示する。 

イ 通 知 

避難のための立退きを指示したときは、その旨を当該区域を管轄する警察署長に通知す

る。 

 
 
 

（５） 知事又はその命を受けた職員 

ア 洪水のための指示 

水防管理者の指示と同様 

イ 地すべりのための指示 

地すべりにより危険が切迫していると認められるときは、その地域内の居住者に対し立

退きを指示する。 

ウ 通 知 

避難のための立退きを指示したときは、その旨を当該区域を管轄する警察署長に通知す

る。 
 
 
 
 

第３ 自主避難、高齢者等避難、避難指示の要領 

１ 自主避難 

市民は、市からの避難指示等の発令を待つことなく、周辺地域の激しい気象・地形の変化があ

り、身に危険が切迫していると個々に感じた時に、市と連携し避難所等へ自主避難する。具体的

には、火山活動の活発化が顕著なものの、噴火警戒レベルの上昇に至っていないとき。 

２ 高齢者等避難 

市は、高齢者等避難を発表した際は、直ちに集落単位の自主防災組織等及び避難行動要支援者

の家族、介護者、医療機関並びに関係機関と連携・協力し、事前に調整した避難要領に基づき、

避難行動要支援者を一時避難所及び福祉避難所等に収容する。また、警戒が必要な居住区域の住

水防管理者 警察署長 

自 衛 官 防衛大臣の指示する者 
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民について、いつでも避難行動がとれるよう指導する。 

３  避難指示の内容 

市長が避難指示を行う場合は、次の内容を明らかにするものとする。 

（１）避難の対象地域 

（２）避難先 

（３）避難経路 

（４）避難指示の理由 

（５）その他必要な事項 

４ 市民への周知等 

市は、避難の措置を実施する場合、防災行政情報伝達システム、安全安心メール、緊急速報

メール及び広報車等を活用して市民等に周知徹底する。また、避難指示等を発令した後は、関

係職員から報告系統に従い市長に実施報告を行うものとする。 

５ 報 告 

避難の措置を実施した市長は、速やかにその旨を知事に報告するものとする。 
 

第４ 避難の方法 

１ 市長は、集落単位の自主防災組織等をはじめ、関係部局・関係機関等と緊密に連携・調整し、 

避難要領、特に避難場所、避難経路及び避難手段等をあらかじめ検討して、自然災害別に指定す 

るとともに、その内容について防災訓練の実施及び市民への広報等を通じて、その周知徹底を図 

る。 

２ 市は、関係部局・関係機関及び集落単位の自主防災組織と連携し、避難経路の要点に誘導員を

配置して、速やかな避難に着意する。特に警戒範囲内にいる登山者等を直ちに警戒範囲外へ避難

させる。また、突発的な噴火による噴石の飛散がある場合は、登山者等は、急いで火口から離れ

る方向へ避難するとともに、緊急退避場所や大きな岩陰等の身を隠すことができる場所に緊急退

避することとする。 

３ 避難は、努めて地区の交流を重視して、集落単位の自主防災組織等との連携のもと、できるだ 

け町内会単位で行い、特に要配慮者を優先して避難させる。 

４ 市は、安全な避難が行われるために、所持品は最小限にとどめるように指導するとともに、事 

前に集落単位の自主防災組織等と連携した避難訓練を実施することにより、円滑な避難体制を確 

立する。 

５ 市は、避難時の混乱を防止し、円滑に避難させるため、事前に集落単位の自主防災組織等は 

じめ警察や消防機関等などの関係機関と連絡・調整して、地区の詳細な避難要領を定め、相互に 

協力し合う体制を確立する。 
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第５ 避難場所等の開設及び運営 

１ 自主避難を含む市民等の避難行動に際して市は、速やかに避難者（被災者を含む）を収容、保 

護するため学校、公民館等の既存の建物又は野外に開設した仮設施設等を避難場所等として指定 

し、開設する。 

２ 市は、避難場所等を開設したときは、速やかに防災行政情報伝達システム、安全安心メール及 

び広報車等を活用して、避難者（被災者を含む）等にその開設場所を周知するとともに、集落単 

位の自主防災組織等はじめ警察や消防機関等などの関係機関と連携して、収容すべき者を円滑に 

誘導する。 

３ 災害時の様相が深刻で、市内に避難場所等を開設することが出来ない場合、あるいは避難場所 

等としての適当な建物又は場所がない場合は、隣接の市町村に収容を委託し、あるいは既存の建 

物等を借り上げて、避難場所等を開設する。 

４ 市は、各避難場所等ごとに担当職員を置き、避難者による避難場所等運営を支援するととも

に、人員の把握、物資の受給配分を含む適切な施設管理を行う。 

  また、避難場所等運営に関する日課時限、保健衛生の管理及び清掃などのルールづくりを助

言、指導する。 

５ 市長は、避難場所等を開設したときは、開設の日時、場所、収容人員、開設期間の見通し等を 

知事に報告するとともに関係機関へ通報する。 

６ 災害救助法が適用された場合は、同法の定めるところによる。 

７ 避難に関する留意事項 

（１）高齢者等避難開始、避難指示の周知徹底 

実施責任者は、避難指示等を発令したときは、その対象地域、避難先、避難経路及び理由 

等の避難上の留意事項を明確にし、防災行政情報伝達システム、安全安心メール、緊急速報 

メール及び広報車等を活用して、市民等に周知徹底する。 

（２）避難誘導及び移送 

ア 誘導にあたっては、市及び集落単位の自主防災組織等はじめ警察や消防機関等などの関 

 係機関と調整・連携した避難要領に基づき、適切な誘導を実施するとともに、要配慮者へ 

の優先、丁寧な対応及び避難する際の携行品に関する助言等を適切に行い、円滑な避難誘 

導を実施する。 

イ 避難誘導員は、市の職員及び消防団員等をもってあたることとし、災害時の状況及び対 

 応によって一時的に市の職員及び消防団員等による避難誘導ができない場合は、協定を締 

結している各関係団体及び他の自主防災組織等と連携して、適切に避難誘導を実施する。 

ウ 避難誘導の方法は、避難者数及び誘導員数に応じて、避難集団に付き添って避難誘導す 
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 る方法、又は、避難者大勢に対して避難経路上の要点で避難方向等を指示したり、口頭で 

誘導案内する方法などにより適切に実施する。 

エ 避難者を集団で移送する場合は、原則として協定を締結したバス会社等のバス等を利用 

 して、まとめて避難させる。 

オ 市民が単独や各世帯ごと避難する場合は、周囲の状況等を良く見極めて避難場所等へ

避難することが大変重要であることを、各地区で実施する防災講話等を通じて広めるも

のとする。 

 

（３）避難場所等の開設・運営 

ア 市は、関係部局及び集落単位の自主防災組織等と連携し、避難場所等の開設に先立っ

て、予定する避難場所等やそこへ至る避難経路が避難する時点で被害を受けていないか、

あるいは避難場所等として利用する上で他に支障がないかどうかを確認したのちに、避難

場所等として指定して開設する。 

イ 市は、避難場所等に避難者を収容した後も、各避難場所等ごとに配置した担当職員によ 

り、継続的に周辺の状況の変化等の把握に努め、避難場所等の安全性を確保する。 

ウ 市は、避難指示等の発令を決定したとき及び市民の自主避難を知覚したときは、直ちに 

関係部局及び集落単位の自主防災組織等と連携して、各避難場所等を開設する。 

エ 市は、避難者の収容にあたっては、収容対象者数、避難場所等の収容能力、収容期間、 

地域のコミュニティー及び要配慮者に配慮した収容数（面積）を割り当てるとともに、女 

性の視点を取り入れた運営について助言するなど、各避難場所等ごとの収容者の情報の把 

握に努めつつ、適切な運営を行う。 

オ 市は、次により避難場所等の適切な管理運営を行う。 

（ア）避難場所等における市等からの情報の伝達、避難者の把握、食料・飲料水を含む物資 

の配給及び施設の維持管理等について、また避難者、住民、自主防災組織、避難所運営 

について専門性を有したＮＰＯ・ボランティア等の外部支援者等の協力が得られるよう 

努めるとともに、避難者を含む地域の自主防災組織等の協力が得られるように定期的に 

避難場所等ごとに会合を開き、相互調整・連携を図り、円滑な避難場所等の管理に努め 

る。また、市は役割分担を明確化し、被災者に過度の負担がかからないよう配慮しつ

つ、被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早期に移行できる

よう、その立ち上げを支援するものとする。 

この際、避難生活支援に関する知見やノウハウを有する地域の人材に対して協力を求

めるなど、地域全体で避難者を支えることができるよう留意する。 

（イ）市は、女性や子ども､高齢者､障害者のほか､被災者の年齢､性別､障害の有無といった
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多様な視点に配慮するとともに、避難場所等における避難者間のプライバシ 

ーの確保や性暴力･ＤＶ発生防止等に留意して、良好な生活環境の確保に努める。 

（ウ）市は、市内に定住している外国人及び市外からの観光客（外国人を含む。）に対し、 

国際交流関係機関及び自主防災組織等の協力を得て、避難生活に関わる支援を行う。特 

に、観光客に対しては交通機関の復旧状況等の情報提供を行うとともに、外国人に対し 

ては言語の違いを考慮し、多言語による情報提供に努める。 

（エ）市は、食物アレルギーなど個別の対応が必要となる要配慮者に対し、食料や食事の提 

供を行う場合は、要配慮者のニーズの把握とアセスメントの実施に加え、食物アレルギ 

ーに配慮した食料の確保に努める。 

（オ）市は、停電時等においても避難場所等生活に支障を来たすことがないように、各避難 

場所等で使用できる発電機等の装備を計画的に整備する。 

    （カ）避難所生活においては、トイレや避難所の清掃、洗濯、機材の洗浄等、飲料水以外の

用途にも多くの「水」が必要となる。感染症の防止や衛生面の観点から、市は飲料水以

外のその他の用途に使用する衛生的な「水」についても早期に確保し、指定避難所にお

ける避難者の生活環境を改善・向上するため、給水車、タンク、貯水槽等の整備に努め

る。 

（キ）市は、避難者の健康状態や指定避難所の衛生状態の把握に努め、栄養バランスのと

れた適温の食事や福祉的な支援の実施など、必要な措置を講じるよう努めるものとす

る。 

（ク）感染症のまん延防止に向け､平時よりマスクや消毒液、パーティションなどの感染

症 対策において必要となる品目を備蓄するよう努める。 

 

（４）避難所以外の場所に滞在する被災者への支援 

市は、やむを得ず指定避難所に避難し滞在することが出来ない在宅や車中・テント泊等の

被災者に対して、食料等必要な物資の交付、保健医療サービスの提供、正確な災害情報を漏

れなく伝達するため、被災者の所在情報を町内会や地区の民生委員等からの情報を入手し

て、適切かつ速やかに把握するとともに、町内会等と連携して生活環境が確保できるように

配慮するものとする。 

この際、特に車中泊の被災者に対して、エコノミークラス症候群予防のため、定期的な健

康相談や保健指導を行うため市の保健師等を随時派遣するものとする。 

（５）警戒区域の設定 

市長等は、地域住民の生命又は身体に対する危険を防止するため、特に必要があるときは次 
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により警戒区域を設定し、応急対策従事者以外の者の立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又 

はその区域から退去を命ずる。 

ア 時機を失することのないよう、関係部局・関係機関等と綿密に連携して、警戒区域を迅 

速に設定する。 

イ  警戒区域の設定に伴い、地域の交通網を確保するため、警察等と調整・連携するととも 

に、交通整理等の措置を考慮して、計画的かつ段階的に実施する。 

ウ 警戒区域の範囲は、災害の規模や拡大方向など他に及ぼす影響を考慮して、適切に決定す 

る。 

エ  警戒区域の設定を明示する場合は、適切な場所に「立入禁止」、｢車両進入禁止」等の表 

示板、ロープ等で表示する。 

オ 警戒区域を設定した際は、防災行政情報伝達システム、安全安心メール及び広報車等を活 

用するとともに、警戒員の配置等によって、警戒区域の存在を市民等に周知する。併せて市 

民に次の内容を周知徹底する。 

（ア）警戒区域設定の理由 

   災害対策本部から防災行政情報伝達システム、安全安心メール及び広報車等により災

害情報とともに、警戒区域の設定理由について、簡潔な表現を用い周知する。 

（イ）警戒区域設定の範囲は、明確に「どの範囲」、「どこからどこまで」というように、 

著名な道路名、集落名等を使用して、錯誤をなくし、なるべくわかりやすく周知する。 
 

資料５－３「避難場所・避難所一覧表」 
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第１２節 消防・救助活動計画 
 

一般災害対策編第３章第１２節の定めによる。 
 
 

第１３節 水防活動計画 
 

一般災害対策編第３章第１３節の定めによる。 
 
 

第１４節 災害警備活動計画 
 

一般災害対策編第３章第１４節の定めによる。 
 
 

第１５節 交通規制計画 
（建設課、総務課、各機関） 

第１ 計画の方針 

火山災害時における交通の混乱を防止し、被災者の迅速な避難誘導、危険地域への進入防止、 

迂回路への誘導、非常物資の輸送等災害応急活動を円滑かつ効率的に行うため、必要に応じ交通 

規制を実施する。 

交通規制実施にあたっては、被災地内の道路及び交通の実態を十分把握のうえ、緊急度・重要 

度を十分考慮し、市と県警察、関係機関が緊密な連携をとりながら実施する。 

 
第２ 実施機関・交通規制の実施 

交通規制の実施責任者は、次の状況において交通規制を実施する。 

建設部建設班は、市道の危険箇所等の交通規制を行うとともに、被害状況を警察及び関係機関 

に通報する。 

交通規制実施の際は、道路標識等を設置する。緊急を要し標識設置のいとまがない場合等は現 

場警察官の指示によりこれを行うものとする。 
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実 施 機 関 交通規制を行う状況 

公安委員会 

① 道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図り、道路の

交通 に起因する障害を防止するため必要と認めるとき 

【道路交通法第４条】 

② 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合で、緊急の必要 

があると認められるとき          【災害対策基本法第７６条】 

警察署長 

公安委員会から委任があった場合に、政令で定めるところにより適用 

期間の短い交通規制を行うことができる 

【道路交通法第５条、同施行令第３条の２】 

警 察 官 
道路の損壊、火災の発生その他事情により道路において交通の危険が生 

じる恐れがある場合           【道路交通法第６条第４項】 

自衛官及び消 

防吏員（警察

官がその場に 

いない場合） 

通行禁止区域において、車両等が緊急通行車両の通行の妨害となるとき 

【災害対策基本法第７６条の３第３項及び第４項】

道 路 管 理 者 

・ 国交省 

・ 秋田県 

・ 仙北市 

道路の破損、決壊その他の事由により交通が危険であると認められる 

場合、道路の安全保全し、又は交通の危険を防止するため、区間を定めて 

道路の通行を禁止し、又は制限することができる    

【道路法第４６条】 

 
第３ 交通規制対象路線 

市及び関係機関は、火山災害が発生した場合、噴火状況に応じ次の路線の規制を検討のう

え実施する。 

また、市は関係機関との協議に基づき、噴火警戒レベル等に対応した路線ごとの交通規制

計画を作成し、規制実施時の基準及び目安とするものとする。 

（１）秋田駒ヶ岳 

国道３４１号、国道４６号、県道１２７号駒ヶ岳線、県道２６６号国見温泉線、黒沢野林

道、その他、登山道である県境縦走ルート、乳頭スキー場跡ルート、水沢口・熊ノ台 、国

見温泉ルート、たざわ湖スキー場、乳頭スキー場跡及び乳頭温泉郷、滝ノ上登山口 

（２）秋田焼山 

国道３４１号、岩手県道・秋田県道２３号大更八幡平線(八幡平アスピーテライン)、その

他、登山道である八幡平山頂南側から西側の藤助森方面及び草ノ湯分岐から北側・西側方面 
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第４ 公共交通機関との連携 

火山災害が発生した場合、鉄道及び国道４６号に緊急に被害が及ぶ可能性は低いが、火山性

地震によるトンネルの崩壊、融雪型火山泥流による玉川の氾濫等により危険が及ぶことを想定

し、平常時から利用者の安全確保と混乱防止対策等について東日本旅客鉄道（株）及び羽後交

通（株）、市内タクシー事業者に対し要望と協力要請に努めるものとする。 

また、災害発生後に当該交通機関による運行路の安全が確認されたときは、観光客の早期帰

宅及び災害要援護者・被災者の緊急移送のための車両確保について要請を行う。 

 
第５ 交通規制情報の収集・周知 

市は、交通規制の実施状況等の情報を収集し、災害対策本部を通じ各班に伝達する。総務部

広報班は、ドライバー及び住民に対し、直ちにその内容についてあらゆる広報媒体を活用し機

動的に情報提供を図る。 

 

資料８－１「通行の禁止又は制限についての標示」 
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第１６節 輸送計画 
 

一般災害対策編第３章第１５節の定めによる。 

 

第１７節 給食、給水計画 
 

一般災害対策編第３章第１６節の定めによる。 

 

第１８節 生活必需品等の供給計画 
 

一般災害対策編第３章第１７節の定めによる。 

 

第１９節 医療救護計画 
 

一般災害対策編第３章第１８節の定めによる。 

 

第２０節 公共施設等の応急復旧計画 
 

一般災害対策編第３章第１９節の定めによる。 
 
 

第２１節 危険物施設等応急対策計画 
 

一般災害対策編第３章第２０節の定めによる。 
 
 

第２２節 防疫・保健衛生計画 
 

一般災害対策編第３章第２１節の定めによる。 
 
 

第２３節 動物管理計画 
 

一般災害対策編第３章第２２節の定めによる。 
 
 

第２４節 廃棄物処理計画 
 

一般災害対策編第３章第２３節の定めによる。 
 
 

第２５節 遺体の捜索・処理・埋葬計画 
 

一般災害対策編第３章第２４節の定めによる。 
 
 

第２６節 障害物除去計画 
 

一般災害対策編第３章第２５節の定めによる。 
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第２７節 文教対策計画 
 

一般災害対策編第３章第２６節の定めによる。 
 
 

第２８節 住宅応急対策計画 
 

一般災害対策編第３章第２７節の定めによる。 
 
 

第２９節 災害救助法の適用計画 
 

一般災害対策編第３章第２８節の定めによる。 
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第３章 火山災害復旧計画 
 
第１節 公共施設等災害復旧事業計画 

（各機関） 
第１ 計画の方針 

市、県及び国は、被災の状況、火山周辺地域の特性、火山噴火後の地形、関係公共施設管理者及 

び住民の意向等を勘案しつつ現状復旧を目指すか、中長期的課題に立った復興を目指すかについて 

早急に検討し、復旧・復興の基本的方向を定める。 

１ 被害が比較的軽い場合の基本的方向 

火山の噴火に伴う被害が比較的少なく、局地的な場合で、かつ被害が短期で終息することが予 

想されている場合は、迅速な現状復旧を原則として災害復旧事業を推進する。 

２ 被害が甚大な場合の基本的方向 

大規模な噴火により多量の噴出物が広範囲に及び、甚大な被害が発生した場合は、迅速な現状 

復旧が困難になる。その場合、災害に強いまちづくり、火山災害を克服した地域づくり等、中長 

期的課題の解決を図る復興を目指すものとする。 

被災地の復旧・復興は、市及び県が主体となって、住民の意向を尊重しつつ共同して計画的に 

行う。ただし、その応急対策・復旧・復興において多大な費用を要することから適切な役割分担 

のもとに、財政措置、金融措置、地方財政措置等による支援を要請するとともに、災害復旧・復 

興対策の推進のため、必要に応じ国、他の地方公共団体等に対し、職員の派遣、その他の協力を 

求めるものとする。 

その他、一般災害対策編第４章第１節公共施設災害復旧事業計画の定めに準じて行うものとす 

る。 
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第２節 財政負担に関する計画 
 

一般災害対策編第４章第２節の定めによる。 

 

第３節 被災中小企業の振興等経済復興支援計画 
 

一般災害対策編第４章第３節の定めによる。 

 

第４節 農林業経営安定計画 
 

一般災害対策編第４章第４節の定めによる。 

 

第５節 被災者の生活確保計画 
 

一般災害対策編第４章第５節の定めによる。 

 

第６節 救援物資、義援金の受け入れ及び配分に関する計画 
 

一般災害対策編第４章第６節の定めによる。 

 

第７節 激甚災害の指定に関する計画 
 

一般災害対策編第４章第７節の定めによる。 
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第４章    継続災害への対応 
第１節 避難対策 

（関係機関） 
第１ 基本方針 

１ 市及び県は、気象庁等からの火山噴火の長期化や土石流発生のおそれなど火山現象に関する情 

報を、迅速かつ的確に、関係機関及び住民に伝達するための体制を整備する。 

２ 市は、火山活動が長期化した場合には、噴火警戒レベルと火山活動の状況を考慮しつつ、状況 

に応じた避難指示対象区域・警戒区域の設定等、警戒避難体制の整備に努め、かつ、警戒区域の 

変更、状況の変化に応じた対策を行う。 

３ 市は、避難生活が長期化した場合は、必要に応じ火山活動状況を勘案しながら、避難者の避難 

指示対象区域・警戒区域への一時入域を実施する。 

 

第２ 避難対策 

市及び県は、火山災害が長期化した場合は、土石流等二次災害の発生から住民等を守るため、次 

の対策を講じる。 

１ 情報伝達体制 

（１）噴火警報等及び注意報、警報等の情報伝達体制の整備 

（２）土石流等二次災害に関する警報等の意味、必要性及び判断体制等についての住民に対する 

啓発・周知 

２ 避難体制 

（１）火山監視体制の強化 

（２）避難誘導体制の強化 

（３）噴火警戒レベルと状況に応じた避難指示対象区域・警戒区域の設定、変更 

（４）住民への避難指示等の通報体制の整備 

３ 一時的な避難施設の確保 

土石流等が長期的に反復するおそれがある場合には、住民等の一時的避難施設の確保に努め

る。 

 
第３ 避難指示対象区域・警戒区域の一時入域計画 

１ 市は、避難指示対象区域又は警戒区域の一時入域を実施する際には、火山活動の状況を十分に 

考慮して実施することとし、入域者の安全対策について万全を期するものとする。 
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２ 一時入域の実施に当たって、市は必要に応じ県に助言を求め、県は、学識経験者及び関係機関 

等と協議し、市長に対し助言を行う。 

３ 市は、避難指示対象区域又は警戒区域への一時入域について、次の点に配慮した計画を予め策 

定する。 

（１）住民等からの要望の集約方法及び集約体制 

（２）判断体制 

（３）安全確保のための防災関係機関との連携体制 

４ 市は、関係機関と連携し、避難指示対象区域又は警戒区域への計画外の入域を防ぐ手段を講じ 

る。 
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第２節 安全確保対策 
（建設課） 

第１ 基本方針 

市及び県は、国等の協力のもと、火山災害の状況に応じ、土石流対策等適切な安全確保策を講ず 

るものとする。 

また、火山活動が長期化、反復するおそれがある場合には、安全な場所に仮設住宅・公営住宅の 

建設や仮設校舎等の建設に努めるとともに、復興計画に基づき、必要に応じて、土地の嵩上げ等に 

よる住宅の安全対策、道路の迂回・高架等、発生直後から将来の復興を考慮した対策を講ずるよう 

努めるものとする。 

 

第２ 安全確保対策 

国、県及び市は、噴火警報等及び注意報、警報等の伝達体制の整備により、警戒避難体制を整備 

する。 

この際、市及び県は、住民等の日常生活の利便性及び健康が維持できるよう支援するため次の対 

策を講じる。 

１ 土石流、火山泥流等の安全確保対策 

（１）火山の活動状況、危険区域等の関係機関への迅速な情報提供等、警戒避難に対する監視体 

制の整備 

（２）噴火警報等及び注意報、警報等の伝達体制の整備 

（３）的確な警戒避難体制を敷くための体制整備 

２ 応急仮設住宅、災害公営住宅の確保等 

（１）応急仮設住宅、災害公営住宅の確保・斡旋 

（２）居住性やプライバシーの保護に考慮した避難施設の設置 

３ 火山灰対策 

（１）降灰に関わる風向・風速情報の収集、伝達 

（２）降灰による住民等に対する健康影響検査 

４ 防疫活動 

（１）防疫、保健衛生計画に基づく被災現場、浸水家屋等への消毒等 

（２）廃棄物処理計画に基づく災害廃棄物の処理 

 



火山災害対策編 P106 

第３節 被災者の生活支援対策 
（総務課） 

第１ 基本方針 

市及び県は、火山災害の長期化に伴い、地域社会に重大な影響が及ぶおそれがあることを勘案

し、必要に応じて、災害継続中においても国等の協力のもと、生活支援、生業支援等の被災者支援

策や被災施設の復旧その他の被災地域の復興を図るための措置を実施するものとする。 

 

第２ 生活支援対策 

１ 生活資金の貸し付け等生活安定のための支援 

２ 住宅再建時の助成及び資金の貸し付け等の支援 

３ 家屋の応急修理、火山灰除去作業の支援 

４ 事業の維持、再建への支援 

５ 職業訓練、就職奨励等の再就職と雇用の安定への支援 

 

 


